
〈要約〉
マルクスの生産方法論のキーワードになるのは，協業論のなかで提示された集団力とい

う概念である。しかし，この概念にかんするマルクスの説明は一面的であり，肉体労働者

たちの単純協業で発揮される集団力のことばかりに偏っている。分業（分業に基づく協業）

で集団力が発揮されるためには，異なる工程を担当する多数の労働者が「同じ空間」に集

まること以上に，互いに情報をやり取りしながら工程間の相互調整を行うことが必要にな

る。したがって，対物的な集団作業においても，労働者間の意思疎通にかかわる対人的な
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３．埋もれていた論点

３―１ 集団力の条件

前２節をつうじて確認されたように，協業・

分業において決定的な重要性をもつのは，多数

の労働者が計画的・協力的に働くという要件で

ある。むろん，多数の労働者が「同じ空間」で

働くことが，この要件を満たすための方法の一

つであることは否定できない。しかしそれは，

唯一の方法というわけではないし，最善の方法

というわけでもない。

ただ，以上のことを確認しただけでは，別々

の作業場にいる多数の労働者が計画的・協力的

に働くための仕組みを明らかにしたことにはな

らない。この仕組みを明らかにするためには，

まず，マルクスの協業論のキーワードをなす「集

団力 Massenkraft」という概念を再検討するこ
とから始める必要がある。マルクスの協業論に

登場する諸概念のなかでも，特にこの概念には，

多数の労働者が計画的・協力的に働くこととの

関連性がはっきりと読み取れそうに思われるか

らである。反対に，そうした関連性がはっきり

と読み取れなかった場合，この概念にかんする

マルクスの説明には，どこかに内容上の不備が

あったのではないかという疑問を抱いた方がよ

いであろう。

集団力にかんするマルクスの説明は，『資本

論』第１巻第４篇第１１章の第７段落のなかでコ

ンパクトに纏められている。少し長くなるが，

全文を引用しよう。

「騎兵一中隊の攻撃力とか歩兵一連隊の防御

力とかが，各個の騎兵や歩兵が個々別々に発揮

する攻撃力や防御力の合計とは本質的に違って

いるように，個別労働者の力の機械的な合計は，

分割されていない同じ作業で同時に多数の手が

いっしょに働く場合，たとえば重い荷物を揚げ

るとかクランクをまわすとか障害物を排除する

とかいうことが必要な場合に発揮される社会的

な潜勢力とは本質的に違っている。このような

場合には，結合労働の効果は，個別労働では全

然生みだせないか，またはずっと長い時間をか

けて，またはひどく小さい規模で，やっと生み

労働はきわめて重要な役割を演じる。この労働で用いられる通信手段の発展とともに，個

別的分業としての作業場間分業のフィールドも拡張されるのである。個別的分業としての

作業場間分業の古典的事例といえるのが，流通の一括性と生産の分散性とを併せもつ問屋

制生産である。問屋制生産の原理的構造を明らかにする上で一つの焦点になるのは，工程

間の相互調整を行う上で問屋商人の果たした役割であるが，この役割のために労働者間の

意思疎通が不要になるわけではない。労働者間の意思疎通では，個人的熟練に還元できな

い集団的熟練が求められる。これは，機械化によって解体することの難しいタイプの熟練

である。したがって一度形成された集団的熟練は，労使関係のあり方に多面的な影響をも

たらし，労働市場の構造を多層化させる要因にもなる。

JEL区分：B１４，B５５，J５０，N６３，P１２，P１６
キーワード：Labor Process, Co−operation, Basic Concept, Implementation Plan, Division

of Labor, Factory System, Putting−Out System, Social and Technical Division
of Labor, Collective Power, Collective Skill, Great Industry, Small and Me-
dium−Sized Enterprise, Stage Theory of Economic Development, Marx, Uno
Theory
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だせるかであろう。ここではただ協業による個

別的生産力の増大だけが問題なのではなく，そ

れ自体として集団力でなければならないような

生産力の創造が問題なのである」（K .，�，S．３４５，
〔２〕１７３頁）

そして，この段落の第１文の末尾につけられ

た注１１には，ウェークフィールドの著作（『植

民の方法に関する一見解』）から，次のような

一文が引用されている。

「いくつもの部分に分割できないような単純

な種類の作業でも，多くの人手の協力なしには

遂行できないものがたくさんある。たとえば大

きな材木を荷車に揚げること……要するに，分

割されていない同じ仕事で同じときに非常に多

くの人手が互いに助け合わなければできないよ

うなすべてのもの……」（K .，�，S．３４５，〔２〕１７３
頁）

見られるように，マルクスは集団力が発揮さ

れるための条件を，多数の労働者が「同じ作業」

を行うことと，「同時に」・「いっしょに」働く

こととの２点に求めている。これは明らかに，

協業自体の定義ないし条件にかんするマルクス

の説明の同義反復であろう。ただ，子細に検討

してみると，いくつかの微妙な違いがあること

に気づく。

たとえばマルクスは，本稿の１―２で指摘し

たように，協業で行われるのが「同じ生産過程」

における「同じ作業」であるのか，それとも「同

じではないが関連のあるいくつかの生産過程」

における「同種の作業」であるのかという点を

曖昧にしていた。しかし，その曖昧さは，集団

力にかんする説明では取り除かれている。「分

割されていない同じ作業」と明確に断られてい

る以上，「同じではないが関連のあるいくつか

の生産過程」における「同種の作業」は除外し

て考える以外にないであろう。つまりマルクス

の説明は，集団力が発揮されるのは，ただ「同

じ生産過程」において「同じ作業」が行われる

場合だけに限られる，という内容になっている

のである。

もう一つ，見落とせない違いがある。マルク

スは，やはり本稿の１―２で指摘したように，

多数の労働者が「同時に」・「いっしょに」働く

ことと，「計画的に」・「協力して」働くことと

の区別を曖昧にしていた。しかし，その曖昧さ

も，集団力にかんする説明では取り除かれてい

る。「分割されていない同じ作業で同時に多数

の手がいっしょに働く」という一文では，「同

時に」・「いっしょに」働くという規定は明記さ

れているが，「計画的に」・「協力して」働くと

いう規定は削除されている。もっとも，マルク

スが引用しているウェークフィールドの一文で

は，「多くの人手の協力なしには」云々，「互い

に助け合わなければできない」云々というよう

に，後者の規定までが明記されている。マルク

スが，この点でのウェークフィールドの一文と

の違いをどこまで意識していたのかは定かでは

ない。定かであるのは，結果としてマルクスの

説明が，多数の労働者が「同時に」・「いっしょ

に」働かなければ集団力は発揮されない，とい

う内容になっていることである。

以上２つの違いを踏まえると，集団力にかん

するマルクスの説明は，協業の定義ないし条件

にかんする説明よりも明瞭にはなっているが，

その反面，いっそう狭い内容に限定されている

ことがはっきりする。マルクスの集団力概念は，

「同じ生産過程」において多数の労働者が「同

時に」・「いっしょに」・「同じ作業」を行うタイ

プの協業，つまり単純協業で発揮される生産力

として規定されているのである。

しかし，資本主義的協業のなかで果たして単

純協業がどれほどの一般性をもつかと考え始め

ると，マルクスの規定には早速疑わしい点が出

てくる。単純協業は，協業のなかでもごく特殊

なタイプ，それも最も原始的なタイプにしかす

ぎない。そのことは，マルクス自身も協業論の

なかで，単純協業はせいぜい「まだ手工業的だっ

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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た初期のマニュファクチュア」や「ある種の大

農業」でしか見られないとか（K .，�，S．３５５，〔２〕
１８８頁），「協業の単純な姿そのものはそのいっ

そう発展した諸形態と並んで特殊な形態として

現われる」とかいう具合に（K .，�，S．３５５，〔２〕
１８９頁），何度も釘を刺していた通りである。し

たがって集団力が，もしも単純協業で発揮され

る生産力のことだけを限定的に指す概念である

とすれば，この概念をキーワードにして語るこ

とができるのは，資本主義的協業のなかのごく

狭い範囲までに止まり，しかもその範囲は，資

本主義的協業の発展とともにますます狭くなる

と結論づけざるをえない。これは，この概念を

独自に提起したマルクスの本意とはかけ離れた

結論であろう。

またそもそも，マルクスが注目する「騎兵一

中隊の攻撃力」や「歩兵一連隊の防御力」が，

本当に集団力の事例になっているかどうかにも

疑わしい点がある。騎兵一中隊による攻撃にせ

よ，歩兵一連隊による防御にせよ，人数が勝っ

た方が攻撃力や防御力が勝るとは一概に決めつ

けられない。後述するように，むしろ勝敗の鍵

を握るのは，その時々の敵軍の動きに反応して

素早く自軍の防御のフォーメーションを変えた

り，攻撃のタイミングをずらしたりすることが

できるかどうか，つまり戦況把握能力に裏づけ

られた柔軟性の優劣である。全員が「同時に」・

「いっしょに」・「同じ作業」をくり返すだけの

騎兵隊や歩兵隊であれば，どれほど編成を大き

くしたところで柔軟性に優れた組織にはならな

いから，たかが知れた攻撃力や防衛力しか発揮

できないであろう。

さらに掘り下げると，マルクスの説明，とい

うよりもマルクスが引いているウェークフィー

ルドの一文では，「分割できない」作業と「分

割されていない」作業との違いが不問に付され

ていることにも気づく。重い荷物を揚げる，ク

ランクを廻す，障害物を排除する，大きな材木

を荷車に揚げる……といった作業は，いずれも

「分割できない」作業であろう。労働対象が分

割できないからである。どれほど資本主義的生

産方法が発達しても，この種の作業は「分割で

きない」状態のままであり続ける。したがって，

この種の作業が行われる現場では，昔ながらの

人海戦術をとるか，クレーンやブルドーザーの

ように，労働対象の大きさに見合った大型の作

業用機械を導入するか，いずれかの方法を選択

する以外にない。すでにこの限りでも，マルク

スの説明が正確さを欠いていることは明らかで

あろう。「分割できない」作業では，そもそも

「個別労働者の力の機械的な合計」を算定する

こと自体が不可能であるから，結合労働と個別

労働との効果の違いに言及しても意味がないの

である。

しかしこの種の作業が，資本の下で行われる

労働のなかで典型的な位置を占めるかといえば，

必ずしもそうではない。資本はもともと商品を

（少品種であれ多品種であれ）できるだけ大量

に生産しようとする志向をもっていようが，上

掲の作業は強いていえばどれも大型の生産物の

少量生産ないし単品生産に近く，資本本来の大

量生産の志向には馴染みにくいのである。公共

事業の古典的な事例として挙げられることの多

い港湾・運河の建設や鉄道の敷設などは，上掲

の作業の系譜に属するものと見ることができる

が，これらの大型事業が個別資本によって容易

に手掛けられるものではないことは，スミスや

マルクスによって説明された通りである。そこ

では，結合労働力を利用する以前に，まず出資

関係をつうじて結合資本を形成することが必要

になる。そして，結合資本を形成することは，

いわば個別資本の私事よりもずっと難易度の高

い「資本家社会の共同事業」に属する。しかし

資本主義的生産方法は，物理的に「分割できな

い」作業を分割することはできなくても，歴史

的に「分割されてない」状態にあった作業を分

割することはできるのであり，そのための新た

な方法をくり返し考案することで発展を遂げて

きた。その意味において資本主義的生産方法と

は，何よりもまず，労働対象を分割し，作業を
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部分化するための方法といってもよいほどであ

る。

ここまでの議論で明らかとなったように，マ

ルクスの集団力概念は，マルクス自身が期待し

たほどには資本主義的生産を分析する上での有

用なツールになりえていなかった。マルクスが，

もっぱら同じ作業に従事する労働者どうしが協

力することで発揮される集団力，つまり単純協

業で発揮される集団力のことばかりを論じてい

るからである。したがって，この概念の分析ツ

ールとしての有用性を高めるためには，同じで

はないが関連する作業に従事する労働者どうし

が協力することで発揮される集団力，つまり分

業に基づく協業で発揮される集団力のことを独

自に論じる必要がある。

マルクスは，先に全文を引用した第１１章の第

７段落のなかで，「それ自体として集団力でな

ければならないような生産力」が要請されるい

くつかの集団作業の事例を挙げていた。しかし

改めて読み直してみると，そこでは２つの異質

なタイプの集団作業が同列に論じられているこ

とに気づく。最初に挙げられるのは，騎兵一中

隊による攻撃，歩兵一連隊による防御といった

事例であるが，これらは分業に基づく協業に近

いタイプの集団作業であろう。歩兵一連隊はい

くつもの大隊からなり，それぞれの大隊もいく

つかの中隊や小隊からなるのが標準的であるが，

それぞれの隊に与えられる役割（射撃・突撃・

援護・偵察・補給など）は異なり，それにした

がって携行する武器や道具も異なる。これは

ちょうど，分業に基づく協業についての説明の

なかでマルクスがド・トラシの著作から引用し

ている漁師の集団（船の漕ぎ手と舵取りと網の

投げ手と銛の突き手とがそれぞれ異なる）と同

じである。したがって，騎兵一中隊の攻撃力や

歩兵一連隊の防御力は，分業に基づく協業で発

揮される集団力のカテゴリーに属するものと考

えられる。これにたいして次に挙げられるのは，

重い荷物を揚げる，クランクを回す，障害物を

排除するといった事例であるが，これらは単純

協業の典型ともいえるタイプの集団作業である。

これらの集団作業で要請される集団力は，単純

協業で発揮される集団力のカテゴリーに属する

ものと考えられる。

かかるタイプの違いは，突き詰めると，集団

作業の対象の違いに帰着する。重い荷物やクラ

ンクや障害物のように，自力では動かない一個

の有体物が対象になるか，それとも敵軍の騎兵

一中隊や歩兵一連隊のように，自力で動く人間

の集団が対象になるかという違いである。対人

的な集団作業では，相手の動き方次第で自分た

ちの動き方も変わってくるから，同じ作業に従

事する人間だけを集めても意味がない。また，

作業内容をあらかじめ固定化することにも限界

があり，状況の推移に応じて作業内容を組み替

えてゆく必要がある。このことは一見すると，

多数の労働者が協調性を欠いたまま，その場の

成り行きに任せて無計画に働くことと似ている

が，本質において異なっている。臨機応変に実

施計画を修正しつつ，それを速やかに共有化す

ることで，同一の目的──所定の基本構想の実

現──に向かって多数の労働者が計画的・協力

的に働くのである。これはちょうど，戦略まで

は変わらないが，それを達成するための戦術は

戦況の推移に応じて変わるというパターンと合

致する。そのことからも分かるように，騎兵一

中隊による攻撃や，歩兵一連隊による防御は，

マルクスが本来念頭に置いていたはずの対物的

な生産労働よりも，むしろ対人的な流通労働に

近い性格をもつのである。

流通労働における協業（分業に基づく協業）

では，同じ労働場所で同じ労働対象に向かって

発揮される集団力，いわば「集中型の集団力」

が求められるだけではなく，別々の労働場所で

別々の労働対象に向かって発揮される集団力，

いわば「分散型の集団力」までが求められる。

もっともこの点については，以前にも別の論稿

で詳しく論じたことがあるので７３），ここではく

り返さない。本稿で論じなければならないのは，

後者と同じタイプの集団力が，生産労働におけ

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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る協業（分業に基づく協業）でも求められると

いう点である。その根本的な理由は，有体物を

労働対象とする一般的な生産過程においても，

労働者間の協力関係にかかわる対人的な労働が

必要になることにある。

各工程・各作業場に張りついていて，目前の

労働対象に意識を集中させざるをえない多数の

労働者が計画的・協力的に働くためには，彼ら

とは別に，工程間・作業場間の連絡をとること

に専念する誰かが存在しなければならない７４）。

軍隊の場合，この誰かに当たるのが伝令兵や通

信部隊であろう。生産過程で用いられる通信手

段が発達し，誰かがあちこちの工程や作業場に

足を運ぶ必要がなくなった場合でも，今度はそ

の通信手段を使用することに専念する誰かが存

在しなければならない。この誰かが行う労働は，

通信手段を労働対象とする対物的な労働のよう

に見えるが，実際には通信手段を労働手段とす

る対人的な労働なのである。

これは従来，資本家の指揮・監督・管理労働

の影に隠れて見落とされてきたタイプの無形の

労働でもある７５）。生産労働自体がもっぱら対物

的な労働として論じられてきたために，生産過

程における対人的な労働といえば，生産労働に

従事する労働者を上から（あるいは外から）指

揮・監督・管理する労働のことばかりが念頭に

置かれてきたわけであるが，これは生産労働自

体に具わる対人的な側面を無視した偏狭な見方

であったといわなければならない。労働者が目

前の労働対象に意識を集中させるためには，労

働者間の協力関係にかかわる諸種の対人的な労

働が，全ての工程・作業場にわたって分散的に

投入される必要がある。それらの労働がどれほ

ど連携的に行われるかによって，つまり生産過

程のバックヤードで発揮される「分散型の集団

力」の大きさによって，生産過程のフロントヤ

ードで発揮される「集中型の集団力」の大きさ

も決まるのである。

およそ以上が，分業に基づく協業で発揮され

る集団力についての説明である。同じ協業でも，

重い荷物を揚げるような単純協業の場合，全員

が同じ作業場に集まり，同じ労働対象に向かい

合って「分割できない」集団作業に従事するか

ら，生産過程のバックヤードに回って工程間・

作業場間の連絡をとることに専念する誰かの存

在は不要になる。ただその分，全員が同じ労働

対象に意識を集中させて，「同時に」・「いっしょ

に」・「同じ作業」を行うことがますます必要に

なるから，生産過程のフロントヤードで発揮さ

れる「集中型の集団力」は強く要請される。そ

して，この集団力の大きさにかんする限り，騎

兵隊の攻撃力や歩兵隊の防御力とは違って，人

数が勝った方が原則として勝る可能性が高くな

ると考えてよいかもしれない。

ただこのことは，単純協業ではただ対物的な

労働が行われるだけであり，労働者間の協力関

係にかかわる対人的な労働は行われないことを

意味するわけではない。そのことを明らかにす

るためには，単純協業が予定調和的に成功する

ケースだけを論じていたのでは足りない。単純

協業が失敗する可能性にも目を向ける必要があ

る。実のところ，重い荷物を揚げたり，クラン

クを廻したり，障害物を排除したり……という

単純作業の共通点の一つは，個人または少人数

で，また現場以外の場所で，事前のリハーサル

を行うことが難しく，本番を迎えるまでは成否

が読みづらいとことにあろう。自分一人がどれ

だけの荷物を揚げられるかは現場以外の場所で

も確かめられるが，それに人数を掛けても，分

かるのは「個別労働者の力の機械的な合計」ま

でに止まる。集団力はそれとは別ものの「社会

的な潜勢力」であるが，普段は眠っている「潜

勢力」である以上，それを目覚めさせる機会は

本番以外にはないのである。

したがって，重い荷物を揚げるために労働者

を集めたとしても，集まった人数で足りるのか

どうかは，実際に荷物を揚げてみないと分から

ない。また必要な人数は，一人一人の労働者が

どの程度の力を発揮できるかによっても変わる。

作業の途中で何人かの労働者が力尽きれば，重
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い荷物が一気に落下することになるから，被害

の甚大な事故につながりかねない７６）。作業自体

を個人単位に分割することができない単純協業

では，作業中の事故のリスクやダメージも個人

単位に分割することができず，集団全体で被る

以外にないのである。

かかる一蓮托生の状況において，他人を事故

に巻き込んだり，他人の事故に巻き込まれたり

することを未然に防ぐためには，労働者どうし

があらかじめ互いの能力を把握しておくことや，

手抜きをしないように全員で申し合わせておく

ことが求められる。さらに，いざという場合に

備えて，何人かの応援要員を生産過程のバック

ヤードに待機させておくことが求められる。つ

まり，典型的な肉体労働と思われる種類の単純

協業でも，多数の労働者が計画的・協力的に働

くためには，やはり普段からの意思疎通の積み

重ねが欠かせないのであり，それはむしろ頭脳

労働のカテゴリーに属する種類の対人的な労働

を伴うのである。

ただ改めて考えてみると，本番を迎えるまで

は成否が読みづらいという事情は，重い荷物を

揚げるという事例に当てはまるだけでなく，む

しろそれ以上に，騎兵隊による攻撃や歩兵隊に

よる防御という事例にこそ当てはまることに気

づく。

自陣でどれだけ攻撃や防御の予行演習を重ね

ても，敵軍の規模や出方がはっきりしない限り，

あらかじめ勝敗の行方を見通すことはできない。

重い荷物のように自力では動かない一個の有体

物が相手になるにせよ，敵軍のように自力で動

く人間の集団が相手になるにせよ，「個別労働

者の力の機械的な合計」という単純な算術が通

用しない相手であることに変わりはない。先述

したようにマルクスは，大勢の肉体労働者によ

る荷役と，騎兵隊による攻撃や歩兵隊による防

御とを区別しないまま，どちらの集団作業でも

集団力が如何なく発揮されるという説明を行っ

ていたために，どちらの集団作業でも結果はお

のずから成功に終わるかのような印象をもたら

していた。しかし，二種類の集団作業の共通点

が浮き彫りになるのは，むしろそれらが失敗す

る可能性に目を向けたときなのである。むろん

騎兵隊や歩兵隊でも，攻撃や防御のフロントラ

インの後方に増援部隊を待機させておくことが

求められるが，それはあくまでいざという場合

に備えた措置であり，最初から成功が確約され

ているのであれば不必要であるはずの措置であ

る。

集団力は「社会的な潜勢力」であるだけに，

いったん目覚めても，その状態を安定的に持続

できるという保証がない。集団作業が失敗に終

わりそうな気配を察するや，１人抜け，２人抜

け……という具合に，集団全体がむしろ「個別

労働者の力の機械的な合計」をすら発揮できな

いまま総崩れになるおそれもある。集団力の働

きを持続させる要因の一つとして競争心の存在

が考えられるが７７），競争心とは要するに他人に

同調しようとする心性のことであるから，他人

に同調して頑張ろうとするプラスの方向に作用

するだけでなく，他人に同調して手を抜こうと

するマイナスの方向にも作用しうる。集団の総

崩れは，競争心がプラスの方向に作用しなかっ

た結果というよりも，むしろマイナスの方向に

作用した結果というべきであろう。

結局，単純協業の場合であれ，分業に基づく

協業の場合であれ，協業において集団力が発揮

されるためには，多数の労働者が計画的・協力

的に働くことが不可欠な条件になるのである。

思えば，この条件を明示していたのが，ウェー

クフィールドの一文にあった「多くの人手の協

力なしには」云々，「互いに助け合わなければ

できない」云々という文言であった。マルクス

は，折角ウェークフィールドの一文を引用しな

がら，これらの文言にはさほど気を留めていな

いために，当然のことながら，多数の労働者が

計画的・協力的に働くための仕組みを明らかに

はしていない７８）。しかし本項の議論をつうじて，

その仕組みの一端は明らかになったといえるで

あろう。鍵を握るのは，生産過程における情報

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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伝達の円滑化，あるいは労働者間の意思疎通の

円滑化である。これは，生産過程における生産

物の移動を円滑化するためにも必要な措置にな

る。

情報伝達は，最低でも情報の発信者と受信者

との二者が存在しなければ成立しえない営みで

あるから，まさに「多くの人手の協力なしには

遂行できないもの」の最たるものであろう。た

だ，「多くの人手」がどれほどの数になるかは，

通信手段の発展度によっても変わる７９）。おそら

くその発展度は，伝達される情報量，その伝達

に要する時間，その伝達に要する人数という３

つの尺度で測られよう。通信技術が発展すれば，

より少ない媒体のなかにより多くのコンテンツ

を圧縮できるようになるから，伝達される情報

量は増える。また，その伝達に要する時間が短

縮されるから，送信時点と受信時点との時差の

ために情報の鮮度が落ちることを心配する必要

はなくなる。そして，送信地点と受信地点との

間に多くの中継地点を設ける必要もなくなるか

ら，情報伝達に要する人数は少なくなる。これ

らのことはちょうど，より少ない人数の煉瓦積

み工が，より少ない受け渡しの回数で，より大

量の煉瓦を運べるようになるのと同等の効果を

もたらすであろう。つまり通信手段の発展は，

生産過程における情報伝達を円滑化させること

で，より多数の労働者が，より離れた場所で，

より計画的・協力的に働くことを可能にするの

である。ただこの議論には，通信手段を用いる

労働者の熟練にかんする考察が抜けている。そ

の考察は，本稿の３―３のなかで別途行うこと

にする。

３―２ 問屋制生産への視座

以上より明らかとなったように，通信技術の

発展は，別々の作業場にいる多数の労働者が同

時的・多面的・協力的・計画的に働くことを可

能にする一つの条件である。とはいえ，唯一の

条件ではない。それ以外の条件のなかで筆頭に

上がるのは，いうまでもなく，別々の作業場が

一つの資本によって統括されることである。本

稿の２―３で指摘したように，マルクスは分業

論のなかで，多数の労働者が「同じ資本家の指

揮のもと」で働くことと「一つの作業場」で働

くこととを同一視していた。しかし，個別的分

業を成立させる上でどうしても欠かせないのは，

前者の条件だけである。たとえ「一つの作業場」

で働かなくても，「同じ資本家の指揮のもと」

で働くことはできる。個別的分業には，作業場

内分業と作業場間分業という二つの形態が存在

するからである８０）。

「同じ資本家の指揮のもと」で行われる作業

場間分業の古典的事例といえるのが，同じ問屋

商人の指揮のもとで行われていた重商主義段階

の問屋制家内工業である。本稿の２―１で紹介

したように，この段階の問屋制家内工業では，

すでに「分業的な作業工程の部分化」が実現し

ていたというのが宇野の見解であった。宇野に

よるイギリス羊毛工業の歴史的事例の紹介に照

らしても，ここでの「分業的」が，作業場内分

業ではなく作業場間分業のことを指しているの

は明らかであろう。そして問屋制生産の系譜は，

重商主義段階で途絶えたわけではなく，現代に

至るまで形を変えて連綿と続いている。かつて

の問屋商人の姿を現代に探しても無駄であるが，

作業場内分業の枠を超えた「分業的な作業工程

の部分化」は，むしろグローバル化の進展とと

もに，かつてとは比較にならない規模で実現さ

れつつある。

もっとも，現代の問屋制生産を支える中小工

業は，大工業には微塵も見られない自営業的な

性格をなお多分に残しているとはいえ，それぞ

れ別個の事業主によって運営される独立した事

業体である。その限りでいえば，問屋商人から

支払われる加工賃によって生計を立てていたか

つての家内労働者とは違って，「実質的な賃銀

労働者」として特定の資本に服従するわけでは

ない（宇野［１９７１］５２頁）。現代の問屋制生産

が属するのは，基本的には労資間関係ではなく

資本間関係の範疇であろう。新旧の問屋制生産
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を比較してみると，分散製造と一括出荷とから

なる原理的構造は共通していても，この構造の

現れ方に違いが見られるのである。

ただ，この違いに拘泥しすぎると，問屋制生

産を分析する枠組みが早々に狭まるおそれがあ

る。分業論のメインテーマをなすのは個別的分

業であるが，中小工業が大工業との間に取り結

ぶのは社会的分業の関係であるから，中小工業

は分業論の論点にはなりえない，という結論に

ワープしかねないのである。

かかるワープを回避するために，本稿の２―

３で取り上げた個別的分業と社会的分業との比

較論にいま一度立ち戻ってみたい。マルクスが

展開していたのは，個別的分業では商品が売買

されず，「資本家のもつ無条件的な権威」によっ

て生産の計画性や規律性がア・プリオリに保証

されるが，社会的分業では商品が売買され，「市

場価格の晴雨計的変動」によって生産の無計画

性や無規律性がただア・ポステリに縮減される

だけである，という比較論であった（K .，�，
S．３７７，〔２〕２２１頁）。いかにも中小工業の場合，
商品を生産し，それを大工業に販売・納入する

わけであるから，その限りでいえば個別的分業

の範疇から外れる。しかしまた，大工業から商

品の仕様・数量・価格・納期をア・プリオリに

指定された上で生産に着手するわけであるから，

その限りでいえば社会的分業の範疇からも外れ

る。独立した事業体である以上，大工業に雇用

された労働者とは違って「資本家のもつ無条件

的な権威」に服するわけではないが，生産計画

の自主性を制限されている以上，自由競争市場

における「市場価格の晴雨計的変動」に服する

わけでもないのである。このような両義性を帯

びた中小工業を，個別的分業と社会的分業との

二分法によって機械的に裁断することには無理

がある８１）。そしてこのことは，独立小生産者と

賃銀労働者との両義性を帯びたかつての家内労

働者にも当てはまるのである。

とはいえむろん，かつての家内労働者と現代

の中小工業とを機械的に一括りにすることにも

無理がある。そもそも家内労働者とは，独立小

生産者（独立手工業者）の同義語である。この

用語法にしたがうと，家内労働者の「実質的な

賃銀労働者化」が示していたのは，本来は独立

していたものが資本に従属し，生産機能の一端

を担うようになるというパターンであったと考

えなければならない８２）。これにたいして，現代

の中小工業の「実質的な下請企業化」が示すの

は，本来は大工業の機能の一部であったもの（在

庫調整機能・雇用調整機能）が大工業から分

離・独立するが，それでも大工業を頂点とする

系列支配の構造からは脱却できないというパタ

ーンである。これは，マルクスが『資本論』第

１巻第４篇第１３章第８節「大工業によるマニュ

ファクチュア，手工業，家内労働の変革」のな

かで論じたのに近いパターンでもある。重商主

義段階における家内労働者が本当に「家内」で

働く労働者であったのか，また独立小生産者が

本当に「独立」した小生産者であったのかにつ

いては異論もありえよう──本稿としても異論

がある──が，こと現代の中小工業にかんする

限り，大工業から本当に「独立」しうる中小工

業がごく例外的であることは異論のないところ

であろう。

しかしここでも，かかる中小工業の資本とし

ての非独立性が，原理論から中小工業を全面的

に捨象すべき理由になるかどうかを考える必要

がある。中小工業は大工業から形式的に独立し

た存在であるから分業論では扱えないという考

え方を斥けた途端，中小工業は大工業に実質的

に従属した存在であるから原理論では扱えない

という考え方に与しかねないおそれが出てくる

が，どちらも一面的な考え方という点では変わ

りがない。問屋制生産を分析する枠組みを広げ

るためには，それらの考え方を両刀的に斥けな

ければならないであろう。

マルクスは上掲の第１３章第８節のなかで，近

代的家内工業のことを大工業に付属する「外業

部（別軍）」と規定していた。これにたいして

宇野は，中小工業のことを「農業その他の残存

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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中小工業」と規定していた（宇野［１９７１］１７８―

１８０頁）。両者の規定は大筋で似ているように見

えるが，重要な部分で異なっている。宇野の「農

業その他の残存中小工業」は，帝国主義段階に

おける本源的蓄積の不徹底化のために「残存」

したものとして説かれているから，封建的な性

格を強く残した重商主義段階以来の不純物とし

か考えられない８３）。しかしマルクスの「外業部」

は，大工業からの反作用を受けて「変革」され

たものとして説かれているから，どれほど手工

業的な性格を強く残していたとしても，むしろ

本源的蓄積の徹底化（あるいは封建的関係の解

体）がもたらした自由主義段階に固有の産物と

いってよい側面をもつのである。

そのことを踏まえると，近代的家内工業と「古

い型の家内工業」との間には「名称のほかには

なんの共通点もない」という点をマルクスがこ

とさらに強調した理由も腑に落ちる（K .，�，
S．４８５，〔２〕３９４―３９５頁）８４）。それは一つには，マ
ルクスが「古い型の家内工業」は前近代的な生

産様式にすぎず，それが存在意義をもちえたの

は重商主義段階の初期までの歴史的段階，つま

り家内労働者の「実質的な賃銀労働者化」──

マルクスの言葉でいえば「一人の資本家のため

に労働する細部労働者化」──が始まるまでの

歴史的段階に限られると考えていたためであろ

うが８５），もう一つには，近代的家内工業は曲が

りなりにも機械（ミシンのような小型の作業機）

を使用する近代的な生産様式であり，機械化の

時代に入ってからもそう簡単には存在意義を失

わないと考えていたためでもあろう。周知のよ

うに，宇野による原理論の構築は，「古い型の

家内工業＝独立小生産者」からなる単純商品社

会という伝統的な想定を捨象することから始

まったわけであるが，だからといって，原理論

から「近代的家内工業＝中小工業」までも全面

的に捨象しなければならないと結論づけるのは

早計なのである。

したがって本来，マルクスが近代的家内工業

に適用した「外業部」規定は，現代の中小工業

にたいする適用可能性をも豊富に，むしろずっ

と時代の新しい宇野の「農業その他の残存中小

工業」規定よりも豊富に有していたはずである。

しかしこの可能性は，残念ながらマルクス自身

によって完全に封じ込められている。第１３章第

８節におけるマルクスの議論は，近代的家内工

業や近代的マニュファクチュアは「ただ工場経

営への過渡をなすだけ」であり（K .，�，S．４８４，
〔２〕３９２頁），いずれ大工業のなかに取り込まれ

て消滅する運命にあるという結論に収斂する。

近代的家内工業と「古い型の家内工業」との間

には「名称のほかにはなんの共通点もない」と

断じながらも，実のところマルクスが近代的家

内工業の行く末にかんして示す結論は，第１１・

１２章のなかで「古い型の家内工業」の行く末に

かんして示した結論──「独立手工業」ないし

「個人的手工業」の分解（K .，�，S．３５８，〔２〕１９３
頁）──と大差がないのである８６）。こうなると，

機械制大工業の分析を主題とする第１３章のなか

に，わざわざ近代的家内工業や近代的マニュ

ファクチュアにかんする節を設けたことの理論

的な意義は失われてしまう。「古い型の家内工

業」がただ資本主義以前的な経営様式にすぎな

かったように，近代的家内工業も「ただ工場経

営への過渡をなすだけ」の経営様式に位置づけ

られ，機械制大工業が全ての生産部門に普及す

るまでの歴史的なエピソードの一部と化すので

ある８７）。

詰まるところ問題は，マルクスと宇野とが，

ただ問屋制生産の歴史や現状を論じるだけで，

問屋制生産の原理的構造を論じていないことに

ある８８）。極端にいえば両者とも，問屋商人を支

配的立場に置き，新旧の家内労働者を従属的立

場に置いた生産体制のことを問屋制生産と呼べ

ばよい，という程度の認識に止まっている。こ

れでは，問屋制生産にかんする通俗的な認識を

追認したことにしかならない。宇野の新『経済

原論』における問屋制生産についての記述は，

「資本主義の初期を特徴づける，いわゆる問屋

制度を採用する商人資本による個々の生産者に
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対する収奪」という一文の他にはないが（宇野

［１９６４］５４頁），この一文が「いわゆる問屋制度」

について何も定義を与えていないのは，問屋制

生産にかんする宇野の認識が通俗的な認識を超

えるものではなかったことを物語っているので

はないか。しかし本来は，宇野自身が述べてい

た問屋制家内工業の下での「分業的な作業工程

の部分化」にかんして，原理論の立場から本格

的な議論を行うことが必要であったのである。

宇野の『経済政策論』における問屋制生産につ

いての記述でも，問屋商人が「分業的な作業工

程の部分化」を進める上でいかなる役割を果た

したのかという肝心なポイントは曖昧なままに

されている。問屋商人は，生産者による原料や

製品の横領を防ぎ切ることはできず，生産者の

作業の進め方に口を出すこともできなかったが，

流通過程における支配的立場を利用して生産者

を収奪した，という説明がくり返されるだけで

ある。これでは，「いわゆる問屋制度を採用す

る商人資本による個々の生産者に対する収奪」

という新『経済原論』の説明から一歩も出ない

であろう。

また，マルクスや宇野の議論では，問屋制生

産以外の生産体制にたいして問屋制生産がいか

なる相対的位置を占めるのかというポイントも

曖昧なままにされている。資本主義的生産にか

んする両者（特にマルクス）の記述には，機械

制生産，手工業生産，工場制生産，家内生産と

いう４つの用語が登場する。いずれも，生産体

制を区別するための用語である。整理してみる

と，機械制生産の対義語に当たるのが手工業生

産であり，工場制生産に対義語に当たるのが家

内生産である。そして一見すると，その家内生

産の同義語に当たるのが問屋制生産であるよう

に見える。しかし，近代的家内生産にかんして

マルクスが述べていたように，家内生産は「工

場やマニュファクチュアや問屋の外業部」に転

化するから，問屋制生産のみと符合する用語で

はない。従来，「問屋の外業部」に転化した家

内生産のことを問屋制家内工業と呼んできたわ

けであるが８９），それ以外にも，「工場の外業部」

や「マニュファクチュアの外業部」に転化した

家内工業が存在するのである。機械制生産／手

工業生産という組み合わせと，工場制生産／家

内生産という組み合わせとがしっかりと出来

上っているなかで，何と組み合うのかがはっき

りしない問屋制生産の割り込むスペースはなか

なか見つからない９０）。

因みにマルクスは，生産方法論のなかで，機

械経営の大工業，手工業経営，工場経営，家内

経営という４つの用語もしばしば用いている。

これらはいずれも，生産方法を区別するための

用語というよりは，むしろ「経営様式」を区別

するための用語であろうと考えられる。ただ，

マルクスの議論を吟味しても，これらの用語と

先に列挙した４つの用語との間にどれほどの意

味の違いがあるのかは定かではない９１）。いずれ

にせよ，ここでも，機械経営の大工業／手工業

経営という組み合わせと，工場経営／家内経営

という組み合わせとがしっかりと出来上ってお

り，問屋制生産の割り込むスペースはなかなか

見つからないのである。

ただこのように，問屋制生産の相対的位置が

よく分からないからといって，問屋制生産の理

論化を早々に断念してしまうのは本末転倒であ

ろう。そもそも，問屋制生産の中身を問わない

まま，その相対的位置を決めようとすることに

無理がある。「いわゆる問屋制度を採用する商

人資本による個々の生産者に対する収奪」とい

う程度の理解から出発しても，問屋制生産はせ

いぜい家内生産の親戚程度の存在でしかなく，

機械制生産や工場制生産などと同列に並びうる

正式な生産体制ではない，という不毛な結論に

いき着くことは目に見えている。そしてこの結

論は，「いわゆる問屋制度」の中身を問わない

ことを正当化する理由にもなる。かかる悪循環

から抜け出すためには，やはり，問屋制生産の

原理的構造を掘り下げることが必要になるので

ある。

もっとも問屋制生産の原理的構造が，（１）生

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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産手段の一括調達・前貸，（２）製品の分散製造，

（３）製品の一括集荷・出荷，という３つのス

テップの組み合わせからなることについては，

すでに別の機会に詳論した９２）。この構造の下で

の問屋商人のイニシアティブが，流通過程に当

たる（１）・（３）のステップで発揮されることに

ついても，同様である。ただ現時点で振り返っ

てみると，その際の議論では，（２）のステップ

における問屋商人の役割には十分な注意を払っ

ていなかったという反省点が出てくる。この反

省点を活かすべきであろう。

前節までの議論をつうじて明らかになったよ

うに，資本主義的な協業・分業では，多数の労

働者が「同じ空間」で働くという条件よりも，

計画的・協力的に働くという条件の方がいっそ

う重要な意味をもつ。この条件が成立すると，

資本による労働統制は強化され，資本家が「社

会的労働体の統一性と意志とを代表」するよう

になるから，結果として多数の労働者が「同時

に同じ資本によって働かされる」という状況が

生まれる。逆にいえば，この条件が成立しない

と，資本家がどれほど多数の労働者を雇用した

ところで，彼らが「同時に同じ資本によって働

かされる」という状況からは程遠い結果にしか

ならない。それでは，この条件を（２）のステッ

プにおいて成立させるために，問屋商人はいか

なるイニシアティブを発揮するのか。いいかえ

れば，「分業的な作業工程の部分化」を進める

上で問屋商人はいかなる役割を果たすのか。本

稿で掘り下げなければならないのは，この問題

である。

これまで問屋商人は，流通過程を独占的に仕

切る代わりに，生産過程には無干渉で，家内労

働者による怠業や不正にはなす術もない存在と

して語られてきた。マルクスが協業論のなかで，

集団作業を指揮・監督する工場長としての資本

家の役割を説明するのに紙幅を割いたのは，生

産過程における問屋商人の非力さとのコントラ

ストで「資本家のもつ無条件的な権威」を際立

たせるためであったと見ることもできよう。た

だその反面，マルクスの説明は，資本家が多数

の工場労働者と「同じ空間」に立って，彼らを

直接的に指揮・監督しない限り，彼らが計画

的・協力的に働くことは不可能であるかのよう

な内容になっている。仮にマルクスが説明する

通りであるとすれば，問屋商人が多数の家内労

働者と「同じ空間」に立ちようがないことは自

明であるから，問屋制生産の下では彼らが計画

的・協力的に働くことは不可能であると結論づ

けるしかない。

しかし私の見るところ，マルクスの説明には

少なくとも３つの盲点がある。第一の盲点は，

資本家が労働者と「同じ空間」に立つと，労働

者の目からも資本家の姿が確認できるようにな

るから，資本家の目を盗んで怠けようとする労

働者にはかえって有利に働きかねないというリ

スクが存在することであるが，これは問屋制生

産には無縁のリスクであろう。第二の盲点は，

多数の労働者が「同じ空間」に集まると，集団

的怠業のリスクが増えたり，作業場の混雑に起

因する効率悪化のリスクが増えたりすることで

あるが，これらのリスクも問屋制生産ではほぼ

ゼロになろう。

以上２つの盲点については本稿の１―１でも

確認済みであるが９３），それら以上に重視される

べき第三の盲点がある。マルクスの説明では，

資本家がいかなる意味で集団作業を指揮するの

かは不明確であるが，おそらく生産物の基本構

想を指示するという意味での指揮のことが想定

されているのであろう。そしてこの想定に基づ

くと，指示した通りの生産物が指示した通りの

時間当たり個数だけ生産されているかどうかを

見張るのが，資本家による集団作業の監督の意

味であることになる。しかし，この意味での監

督の目が届くのは，あくまで目に見えるかたち

で現れる労働者の一つ一つの動作までに止まる。

それらの動作がどのようにして機能的に関連づ

けられ，どのようにして一つの集団作業を構成

してゆくのか，つまりそれらの動作がどのよう

な実施計画に基づくのかは，目に見えない労働
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者の内面──技能・熟練と呼ばれる領域──で

決定される事柄である。集団作業をたんに外か

ら指揮・監督するだけの資本家にとって，労働

者の技能・熟練は不可触であり，労働の背後に

ある実施計画は不可知なのである。たとえ実施

計画書を書かせたところで，計画書自体はあく

まで型通りの書式に沿って作成された文書にす

ぎないのであり，労働者を内面から動かしてい

る実施計画がこの計画書通りであるという保証

はない９４）。

ただ，マルクスの協業論や分業論のなかで，

この点での資本家の非力さがさほど目立たずに

済んでいるのは何故かといえば，そもそもマル

クスが実施計画の存在に着目していないことに

加えて，もう一つ理由がある。すなわち，「同

じ空間」に集められているのが（不熟練労働者

を除いて）ほぼ同等の手工業的熟練をもった労

働者ばかりであるために，彼らは簡単な打ち合

わせを行うだけで集団作業に従事し，手慣れた

やり方で基本構想を実行することができるはず

であり，資本家はたんに彼らが口裏を合わせて

手抜きをしないように目を光らせさえすればよ

い，という論法が成立しうるのである。ただ成

立しうるとしても，これはマルクスの説明の盲

点がはっきりと現れた論法であると考えなけれ

ばならない。この論法では，多数の労働者に実

施計画を共有させるという課題は埋没してしま

うのである。

しかし問屋制生産では，この課題がはっきり

と顕在化せざるをえない。多くの家内労働者が

一堂に会して作業の打ち合わせを行うことが難

しく，互いにどういう方法や手順で作業を行っ

ているのかを確認することも難しい場合，彼ら

を計画的・協力的に働かせるためには，問屋商

人自身がイニシアティブを発揮して彼らに実施

計画を共有させる必要がある。基本構想以外の

ことは全て家内労働者に一任するという体制で

は，分散製造のデメリットばかりが目立つ結果

になるのは避けがたい。

こうした実施計画をめぐる問屋商人のイニシ

アティブには，労使間の対立関係にかかわる資

本家的活動の側面だけでなく，労働者間の協力

関係にかかわる対人的な労働の側面が潜んでい

ることに留意する必要がある。前項で指摘した

ように，各工程・各作業場に張りついている多

数の労働者が計画的・協力的に働くためには，

彼らとは別に，工程間・作業場間の連絡をとる

ことに専念する誰かが存在しなければならない。

前項で指摘したのは工場労働者の場合であるが，

自宅内・農村内の作業場に張りついている家内

労働者の場合はなおさらであろう。作業場間の

連絡をとるという役割には，ある作業場の様子

を別の作業場に伝えることで，作業場間での実

施計画のすり合わせをアシストするという役割

までが含まれる９５）。この役割を，あちこちの農

村を巡回する問屋商人自身が担ったり，あちこ

ちの農村に常駐するその代理人が担ったりして

いたのが，古典的な問屋制家内工業のパターン

であったと考えられる９６）。

しかしこのパターンは，問屋制生産自体が新

しいタイプに切り替わるとともに変化する。そ

のことを，何度目かの引用になるが，改めて近

代的家内工業にかんするマルクスの以下の記述

を手がかりに考えてみよう。

「家内工業は今では工場やマニュファクチュ

アや問屋の外業部に変わっている。資本によっ

て場所的に大量に集中され直接に指揮される工

場労働者やマニュファクチュア労働者や手工業

者のほかに，資本は，大都市のなかや郊外に散

在する家内労働者の別軍をも，目に見えない糸

で動かすのである」（K .，�，S．４８６，〔２〕３９５頁）

ここで留意する必要があるのは，家内工業を

「別軍」として率いる資本のなかに，工場やマ

ニュファクチュアとともに「問屋」が加えられ

ていることである。このことには，おそらく二

重の含意があろう。

第一に，工場が率いる「本軍」に当たるのが

１番目の「工場労働者」であり，マニュファク

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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チュアが率いる「本軍」に当たるのが２番目の

「マニュファクチュア労働者」であるとすれば，

「問屋」が率いる「本軍」に当たるのは３番目

の「手工業者」であると考えなければならない。

すると，ここでマルクスが念頭に置いているの

は，古典的な問屋制家内工業とは違うタイプの

問屋制生産，問屋商人によって手工業者が「場

所的に大量に集中され直接に指揮される」タイ

プの問屋制生産であることになる。マルクスが

「近代的家内工業」と名づけたのは，「古い型の

家内工業」との間には「名称のほかにはなんの

共通点もない」と断じられていたもの，つまり

工場に「別軍」として率いられる家内労働者の

ことであったが，このネーミングに倣うと，手

工業者と家内労働者とをそれぞれ「本軍」・「別

軍」として率いる問屋制生産のことは「近代的

問屋制生産」と名づけられるべきであろう。もっ

とも，このタイプの問屋制生産は，むしろ問屋

商人が直営する工場制生産のカテゴリーに入れ

られるのが筋かもしれない。しかしそれはさて

措き，ここでマルクスが示しているのが，問屋

制生産は昔ながらの問屋制家内工業の状態を脱

しないまま，新たに勃興してきた工場制生産に

よって駆逐されるという通説的な歴史観──マ

ルクス自身が随所で強調してきた歴史観──に

反する見方であることは，重要な意味をもつと

いってよい。

ただ，本稿の当面の議論とのかかわりでいえ

ば，もう一つの含意の方がいっそう重要である。

すなわち第二に，手工業者と家内労働者とをそ

れぞれ「本軍」・「別軍」として率いる「近代的

問屋制生産」では，手工業者と家内労働者との

どちらかだけを「本軍」として率いていた古典

的な問屋制家内工業に比べて，工程間・作業場

間の連絡をとる手間がずっと増えるものと考え

なければならない。いまや問屋商人は，一方で

大量の手工業者を工場のなかに集めて指揮しつ

つ，他方で「大都市のなかや郊外に散在する」

家内労働者をも指揮する立場に立たされるから

である。大編成の「本軍」を動かすだけでも多

大な連絡の手間がかかるのは当然であるが，場

所的に離れている「本軍」と「別軍」とを連動

させることになればなおさらであろう。この手

間を惜しむと，マルクスのいう「目に見えない

糸」はすぐに切れてしまう。

このことを踏まえると，ミシンのような小型

の作業機の実用化とともに，電報や電話のよう

な通信手段の実用化が「近代的問屋制生産」の

再生に有利に働いた理由も分かる。アパレル産

業における家内労働がミシンによって効率化さ

れたことはマルクスも指摘している通りである

が，電報や電話もミシンに劣らず，家内労働の

効率化に大きな貢献を果たしたことを看過すべ

きではない。ミシンによって効率化されたのが，

衣料品の裁断や縫製などの対物的な労働であっ

たのにたいして，電報や電話によって効率化さ

れたのは，衣料品のデザインの連絡や，作業進

捗の報告など，主として家内労働者間の協力関

係にかかわる対人的な労働であったと考えられ

るが，どちらの効率化も，アパレル産業の生産

過程における効率化であることに違いはないの

である。

なお，問屋制生産の原理にかんする議論はひ

とまず以上で終えることにするが，次の議題に

移る前に，実施計画について一言つけ加えてお

きたい。これまで本稿は，基本構想を実行する

ための方法・手順を定めたものが実施計画であ

るという説明を行ってきた。しかし改めて考え

てみると，この説明だけでは十分ではない。生

産過程が技術的確定性をもつ以上，基本構想さ

え決まれば，おのずから最適な実施計画も一義

的に決まるのではないか，という反論の余地が

残るからである９７）。この反論を斥けるためには，

生産物にかんする基本構想を立てる段階では無

視できる生産過程のローカルな特性が，実施計

画を立てる段階では無視できなくなるという点

に注目する必要がある。

本稿の１―２でも述べたように，実施計画に

は基本構想と同じような伝達可能性・保存可能

性はない。何故かといえば，実施計画はあくま
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で生産過程にかんする構想であり，生産物にか

んする構想ではないために，ある生産物をどこ

で，誰が生産するかという個別的な条件を不問

に付すことができないからである。このことは，

ある生産物がどこで，誰によって生産されたか

が不問に付される流通過程とは対極的に異なる

事情をなす。生産労働の作業場が，有体の労働

対象や労働手段を集めた特定の物理的空間に定

位せざるをえず，その作業場で特定の誰かが働

かなければ生産物を生産できない限り，つまり

ローカルな特性をもたない生産過程が存在しえ

ない限り，作業場ごとに実施計画が食い違うこ

とは，グローバルな市場を舞台にする資本に

とって動かしがたい制約条件になるのである。

作業場間で実施計画をすり合わせることは，か

かる制約条件を無視して，全ての作業場の実施

計画を機械的に統一することとは異なるはずで

ある。

しかしまた，生産物をどこで，誰が生産する

かという条件が決まっていても，実施計画を策

定するにはなお十分ではない。欠けているのは，

生産物をいつまでに生産するかという条件と，

いくらの元手で生産するかという条件とである。

むしろ，調整の効かないこれらの条件が最初に

指定された後で，調整の効くこれら以外の条件

がいわば逆算で決められるというのが，実施計

画を策定する上での一般的なパターンであろう。

資本から出される納期と費用とにかんする指定

は，全ての作業場で統一される。これらの条件

が統一される限り，これら以外の条件まで無理

に統一させなくても，実施計画をすり合わせる

ことは可能なのである。

３―３ 資本と集団的熟練

マルクスの生産方法論が，多数の労働者が計

画的・協力的に働くという条件に十分な意義を

認めていないことは，『資本論』の協業論・分

業論の検討をつうじてすでに確認された通りで

ある。ただ，マルクスの生産方法論のなかで圧

倒的に大きな比重を占めるのは，「機械と大工

業」章，いわゆる大工業論である。当然のこと

ながら，『資本論』の大工業論のなかで，上記

の条件がどのように扱われているのかを問わな

いわけにはいかないであろう。

ただ，その問いにたいする答えは，至極あっ

さりしたものになる。すなわち，『資本論』の

大工業論を読んでも，上記の条件が扱われてい

る箇所はほとんど見つからない。機械化された

工場のなかで多数の労働者が働くことだけは強

調されるものの，彼らの集団力がいかなる目的

に向かって発揮されるのかは分からないし，そ

もそも彼らが計画的・協力的に働くのかどうか

も分からない９８）。それらが分からないのは，主

として二つの理由による。一つには，大工業（工

場制度）が，機械が主となり労働者が従となる

オートメーションの世界として描き出されるか

らであり９９），もう一つには，大工業の下で働く

労働者が，いつでも解雇・転属の可能な（特定

の労働組織に帰属しない）単純労働者として描

き出されるからである１００）。

マルクスの理解では，大工業の特徴をなす機

械の体系化は，何台もの機械を「同じ空間」に

集めることに基づく。そして労働者は，大工業

の下ではもはや機械の助手でしかない以上，機

械とともに「同じ空間」に集められ，機械の一

定の作業速度に合わせて黙々と働くことを余儀

なくされる。マルクスは「本来の機械経営」を，

人間の代わりに機械どうしが協業・分業を行う

世界として描き出していたが，この世界におい

て計画的・協力的に働くのは誰かといえば，１

台ごとの機械に助手として張りついている人間

ではなく，機能的に連結されて稼働している何

台もの機械である，という答えになろう。現に

マルクスは，「工場では，すなわち機械経営に

もとづく作業場では，つねに単純な協業が再現

するのであって，しかも，さしあたっては（こ

こでは労働者のことは問題にしない）同時に

いっしょに働く同種の作業機の空間的集合とし

て再現する」と述べている（K .，�，S．３９９，〔２〕
２５７頁，括弧内は原著者）。この一文では，もは

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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や労働者ではなく作業機こそが「単純な協業」

の主体とみなされている。したがって「単純な

協業」の意味も，もはや労働者の空間的集合に

すら求められておらず，「作業機の空間的集合」

に求められているのである。因みに，この一文

の直前の箇所にも，「多数の同種の機械の協業」

という端的な表現が出てくる（K .，�，S．３９９，
〔２〕２５６頁）。

以上のような大工業論の論理構成は，一見す

ると，「同じ空間（労働場所）で」・「いっしょ

に」・「同時に」・「計画的に」・「協力して」とい

う諸条件の組み合わせからなる協業論・分業論

の論理構成を忠実に再現したもののように見え

る。しかし，むしろ協業論・分業論と大工業論

との間には，片や人間を主語とする労働の理論

であり，片や機械を主語とする労働の理論であ

るというように，理論の展開方法自体に根本的

なギャップがあることを看過すべきではない。

かかる主語の転換に伴って，物的な生産過程に

おける対人的な労働の意義はもはや完全に失わ

れてしまう。何台もの機械が計画的・協力的に

働くといっても，機械どうしはそのために意思

疎通を行っているわけではなく，ただ物理的・

力学的な作用を及ぼし合っているにすぎないか

らである。

本稿の１―１でも紹介したように，マルクス

は『資本論』の労働過程論のなかで，「他の労

働者との関係」についてはもっと後の箇所で考

察すると予告していた。しかし，予告された箇

所に当たる生産方法論のなかでも，「他の労働

者との関係」が本格的に考察されているという

印象は希薄である。協業論や分業論のなかで本

格的に考察されていたのは，「他の労働者との

関係」よりもむしろ資本家と労働者との支配＝

従属関係であり，それが大工業論における機械

と労働者との支配＝従属関係という主題へと引

き継がれているのである。

ただこのことは，マルクスの生産方法論が展

開される『資本論』第１巻第４篇が「相対的剰

余価値の生産」を主題とする篇であり，その「相

対的剰余価値の生産」を可能にするものが「資

本の下への労働の実質的包摂」である以上，当

然といえば当然の結果といえるかもしれない。

マルクスにとって生産方法の高度化とは，生産

効率の高度化のことを意味する以前に，労働者

にたいする資本の支配＝包摂方法の高度化のこ

とを意味していたわけである。このことは従来，

古典派以来の分業論がたんなる技術論的視座に

偏りがちであったのに比べて，マルクスの生産

方法論が独自の階級論的視座を具えていたこと

を示すものとして，概してマルクス経済学の側

では肯定的に評価されてきたといってよいであ

ろう１０１）。しかし，その階級論的視座が「他の労

働者との関係」を脇に押し遣るかたちで先鋭化

されたことは，肝心の資本の支配力についての

理解にも少なからずデメリットをもたらしたよ

うに思われる。

そのデメリットについての説明に移る前に，

まず本稿の立ち位置を確認しておこう。ここま

で本稿がくり返し提示してきたのは，生産過程

における情報伝達の円滑さ，あるいは労働者間

の意思疎通の円滑さによって労働組織の機能の

高さが決まるという見方であった。労働者間の

意思疎通を円滑化するために必要になるのは，

煉瓦積み工たちの間の煉瓦の受け渡しを円滑化

するために必要になるのと同種の熟練であるか

ら，これを集団力に準えて集団的熟練と呼んで

よいであろう。集団力がたんなる「個別労働者

の力の機械的な合計」ではなかったことと同じ

理由から，集団的熟練の水準も，必ずしも熟練

労働者の数だけでは決まらない。むしろ決め手

となるのは，熟練労働者と不熟練労働者とが，

個人的な能力差を超えてどこまで連携できるか，

どこまで労働の目的を共有し，労働のペースを

揃えられるかである。労働がどこまで特定の目

的に向かって集中的に行われうるかは，一人一

人の労働者の注意力の強さの「機械的な合計」

によって決まる以上に，むしろ労働者間の意思

疎通をつうじて発動する集団力の強さによって

決まるのである。このことから考えても，労働
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の合目的的性格を説くに当たって「他の労働者

との関係」を不問に付したマルクスの労働過程

論には，やはり方法論上の難点があったことが

分かる。

集団的熟練を形成するためには，労働者どう

しが特定のパターンの協業・分業の試行錯誤を

くり返して，最も効率的な意思疎通の方法（通

信手段の用い方）を見つけ出すことが必要にな

るから，決して短くはない習熟期間を要する。

とすれば，この習熟期間の終わりに近づき，労

働者どうしが阿吽の呼吸で意思を通じ合えるよ

うになるにつれて，資本の側でも，労働組織の

人員構成を変えることには慎重にならざるをえ

なくなる。たとえ熟練労働者の人数を減らさな

かったとしても，労働組織の人員構成を変える

こと自体が，時間をかけて引き上げられた集団

的熟練の水準を一気に引き下げる結果を招きか

ねないからである。

このことは，従来の熟練解体論の盲点がどこ

にあるのかを端的に示している。これまで「手

工業的熟練」といえば，一人一人の労働者の手

際の良し悪しとして現れる個人的熟練のことば

かりがイメージされがちであった。おそらくそ

れは，手工業自体の理論像が，マルクスのいう

「独立手工業」や「個人的手工業」などのイメ

ージに固定されていたことに一因があろう（K .，
�，S．３５８，〔２〕１９３頁）。しかし，マルクスのい
う「同職組合親方の作業場」に目をやるだけで

も（K .，�，S．３４１，〔２〕１６７頁），親方・徒弟間の
意思疎通の円滑さとして現れる集団的熟練が

「手工業的熟練」の重要な一部をなすことは理

解できる。機械化で解体することができるのは，

一人一人の労働者の個人的熟練までに止まる。

労働者間の意思疎通に基づかない労働過程があ

りえない以上，機械制生産の下でも，労働者間

の意思疎通の円滑さとして現れる集団的熟練は

くり返し形成されるからである１０２）。そして，以

上のことを踏まえると，マルクスが生産方法論

のなかで打ち出した階級論的視座の盲点がどこ

にあるのかもはっきりする。

これまで，機械制大工業の下で資本の支配力

が最高度に強化されるのは，機械化によって労

働の部分化・単純化が進められる結果，労働者

はいつ資本に解雇されるか分からない不利な立

場に立たされ，それと反対に，資本はいつ労働

者を解雇してもよい有利な立場を手にすること

に理由があると説明されてきた。解雇のダメー

ジは，失業のダメージと同一であり，もっぱら

労働者の側だけに一方的な負荷として伸し掛か

るという考え方である。しかしこの考え方では，

個人的熟練の解体のことだけが念頭に置かれて

いることに注意しなければならない。機械化の

進展とともに，全工程・全作業場にわたって労

働の連続性・一様性・規則性を保つことがいっ

そう強く要請されるようになる結果，以前にも

増して工程間・作業場間の連絡を密にとること

が必要になるはずであるが，この連絡を円滑化

する集団的熟練への依存度が高まることは看過

されているのである１０３）。

集団的熟練の形成は，労使関係のあり方にた

いして多面的な影響をもたらす。集団的熟練は

個人的熟練とは違って，資本の下における特定

の労働組織を離れて存在しうるものではないか

ら，個々の労働者にとっては解雇のダメージを

深める要因として作用する。いいかえれば，資

本にたいする労働者の従属度を高める要因とし

て作用する。しかし先述したように，資本にとっ

ても労働者の解雇を断行することはいわば諸刃

の剣であって，時間をかけて形成された集団的

熟練を毀損するというダメージを伴う。個々の

労働力自体はあくまで流動資本の構成部分にす

ぎないとしても，労働者たちが集団で培った熟

練はむしろ固定資本に近い性格をもち，そう短

時日のうちに使い捨てることはできないのであ

る。そのために資本は，いきなり解雇という最

終手段に訴える以前に，戒告や減給，出勤停止

や降格など，多様なペナルティをちらつかせて

労働者への支配強化を図らざるをえない１０４）。マ

ルクスの階級論的視座では，資本にとっての解

雇のダメージは全く考慮に入れられていないが，

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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それは詰まるところ，解体の容易ならざる集団

的熟練の存在をマルクスが看過していることに

理由があろう１０５）。

もっとも，マルクスは分業論のなかで，世代

の異なる労働者たちがいつも一緒に生活し，一

緒に働いていると，「技術上の手練」は「やが

て固定され，堆積され，伝達される」ことにな

るという見方を示していた（K .，�，S．３５９，〔２〕
１９５頁）。これは一読したところ，集団的熟練の

存在に着目した見方のように読めなくもない。

しかし残念ながら，それは牽強付会の誤読であ

ろう。ここでマルクスが着目しているのは，あ

くまで「技術上の手練」のこと，つまり手工業

用具を器用に操るといった類の個人的熟練のこ

とである。現にマルクスは，この「技術上の手

練」の内容を，一人の部分労働者が「目ざす有

用効果を最小の力の消耗で達成すること」と定

義づけているが，これが集団的熟練には当ては

まらないきわめて限定的な（あるいは即物的な）

定義であることは明らかであろう。そのために，

「技術上の手練」が世代を超えて伝達されると

いう興味深い見方は，大工業論には受け継がれ

ることなく，分業論の個別的な論点のままで終

わっている。それだけでなく，個別的な論点と

しても，「技術上の手練」がいかにして伝達さ

れうるかという肝心なポイントが詰められない

まま，「やがて」という一語で簡単に片づけら

れている。

「技術上の手練」がいかにして固定・堆積さ

れうるかといえば，一人の労働者が長年にわ

たって同じ部分労働をくり返して，「目ざす有

用効果を最小の力の消耗で達成する」ためのノ

ウハウに習熟することによってであろう。習熟

とは，年季を積むことでいつしか獲得される効

果のことであるから，なるほど「技術上の手練」

は，「やがて」固定・堆積されるという以外に

ないかもしれない。また，「技術上の手練」に

秀でた労働者は，それを自分自身の内に固定・

堆積する能力にも秀でているのが当然かもしれ

ない。しかし，「技術上の手練」に秀でた労働

者が，それを他の労働者に伝達する能力にも秀

でているという保証はどこにもない。またそも

そも，自分の「技術上の手練」を伝達できるか

どうかは，相手の側の理解力の程度にも依存す

る。理解力に優れている相手であれば，黙って

いても自分の「技術上の手練」を見様見真似で

盗んでくれるから，自分がそれを伝達する能力

に秀でている必要は少なくなるであろう。つま

り，「技術上の手練」は個人に帰属するとして

も，それをスムーズに伝達するためには「技術

的な手練」とは別種の熟練が求められるのであ

り，その熟練はむしろ個人ではなく集団に帰属

するのである。「技術上の手練」は，放ってお

いても「やがて」固定・堆積されるかもしれな

いが，同じ要領で「やがて」伝達されるとは限

らないわけである。

先ほど述べたように，資本は，そう簡単に解

雇という切り札を切れないという制約を抱えて

いる。この制約は，労使関係のあり方に多面的

な影響をもたらすだけでなく，労働市場の構造

を多層化させる要因にもなる。そして，多層化

された労働市場像は，資本にとっての解雇のダ

メージを全く考慮に入れてこなかったマルクス

以来の労働市場像とは大きく異なったものにな

らざるをえない。

マルクスの生産方法論には，資本主義的生産

の下での労働者の立場をめぐって，次のような

命題が一度ならず登場する。すなわち，労働者

たちはもともと孤立無縁の存在であり，労働市

場でも互いに無関係──むろん競争関係を除い

て──であるが，資本によって大量に雇用され，

同じ作業場のなかに集められることではじめて

互いに関係し合い，結合労働者になる，という

命題である。この命題は，すでに初発の協業論

において，「労働者たちは個々別々の人であっ

て，彼らは同じ資本と関係を結ぶのではあるが，

お互いどうしでは関係を結ばないのである。彼

らの協業は労働過程にはいってからはじめて始

まるのであるが，しかし労働過程では彼らはも

はや自分自身のものではなくなっている」とい
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う一文で表明されている（K .，�，S．３５２，〔２〕１８４
―１８５頁）。分業論における「その労働力（マニュ

ファクチュア労働者の個人的労働力）は，それ

が売られた後にはじめて存在する関連のなかで

しか，つまり資本家の作業場のなかでしか，機

能しないのである」という一文も（K .，�，S．３８２，
〔２〕２３０頁，括弧内は引用者），半分はマニュファ

クチュア的熟練の解体を説いたものであるが，

残り半分はこの命題を表明したものであると解

釈できる。

おそらくこの命題は，問屋制生産の下におけ

るかつての家内労働者たちが，自宅内の作業場

に閉じこもって個人作業に従事する「孤立分散

的存在」として考えられてきたことに由来する

側面があろう（染谷［１９７５］１９４頁）。本源的蓄

積にかんする通説的な理解では，家内労働者た

ちが賃銀労働者に転落するまでの過程は，�問
屋制家内工業への副業的参加→�農工分離・生
産手段の喪失→�問屋制家内工業の瓦解・無産
労働者化→�機械制大工業への本業的参加，と
いう４つの段階を踏むものと説明されてきた。

�から�までの段階では，労働者たちが互いに
関係し合う機会は一度もない。唯一の機会にな

るのは，�の段階である。
「孤立分散的存在」であった家内労働者たち

が，皮肉にも賃銀労働者に転落することで結合

労働者になるというのは，いかにも尤もらしく

聞こえる命題ではある。しかし，実のところこ

れは，解雇のダメージがもっぱら労働者の側だ

けに一方的な負荷として伸し掛かるという考え

方に基づいた命題に他ならない。資本に解雇さ

れ，作業場の外に追い出されるや，労働者たち

は再びもとの「孤立分散的存在」に戻らざるを

えないという話になるからである。しかもこの

命題は，結合労働の条件を作業場の集約に求め

る考え方ともつながっているから，労働者間の

意思疎通にかかわる集団的熟練の存在が無視さ

れる一因にもなる。

資本がこの集団的熟練を手にするためには，

次のような二つの方法があると考えられる。一

つは，同じ労働者を雇用し続けて，自資本の内

部で集団的熟練を育成するという方法である。

もう一つは，かかる育成のための時間を省き，

そのための費用も節約して，すでに自資本の外

部で形成されている集団的熟練を利用するとい

う方法である。後者の方法には，労働者を作業

集団単位で他資本から引き抜くことや，労働組

織を丸ごと手に入れることを目的として他資本

を買収することなどが含まれる。しかしそもそ

も，「工場やマニュファクチュアや問屋」が家

内工業を「外業部」として利用することや，大

工業が中小工業に生産過程の一部を委託するこ

とも，それぞれ後者の方法の古典的な事例とい

えるであろう。家内工業にせよ中小工業にせよ，

大工業資本との雇用関係によって繋ぎ留められ

ているわけではなく，大工業資本の工場のなか

に集められているわけでもないが，だからと

いって「孤立分散的存在」であるわけでもなく，

むしろ小規模ながらも集団的熟練の度合いの高

い労働組織を内部に有している。労働市場は，

大工業による大量雇用の世界と，その外部にあ

る産業予備軍の世界との中間に，中小工業や家

内工業によるミニマルな雇用の世界が広がる多

層構造をもつのである。

しかし従来の原理論のように，資本主義的生

産は全面的に機械制大工業に移行するという考

え方に基づくと，大工業資本に雇用されている

労働者以外は，極端にいって全て失業者である

という話になる。しかも，全ての失業者はいま

さら手工業的熟練を活用する術もなく，唯一の

雇用先である大工業資本に向かって自ら労働力

を売り向かわざるをえない一方，大工業資本の

側では何らダメージを受けることなく労働者を

解雇できるという話にもなるから，労働市場は

もっぱら大工業資本による大量雇用＝大量解雇

の世界として描き出されてしまう。ただその分，

この世界から脱落した者にとって唯一の避難先

に当たる産業予備軍は，圧倒的な広がりをもっ

た世界として描き出されることになる。そのた

めに従来の原理論でも，マルクスが『資本論』

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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第１巻第７篇の資本蓄積論のなかで行っている

ように，「相対的過剰人口の種々の存在形態」

が流動的・潜在的・停滞的形態というように何

色かに塗り分けられ，産業予備軍の世界が必ず

しも黒一色のフラットな世界ではないことが強

調されてきた。しかし，失業状態の処理方法の

違いをめぐって産業予備軍の世界が多層化する

ことと，集団的熟練の処理方法の違いをめぐっ

て労働市場の構造が多層化することとは，おの

ずから別の事柄なのである。

もっとも，以上の議論から，一度雇用された

労働者が例外なく長期雇用の対象になるという

結論を導き出すのは短絡的であろう。同じ労働

者を雇い続けることは，集団的熟練の育成・温

存という観点から見れば有利になるものの，雇

用の弾力的調整という観点から見れば不利にな

ることは間違いないからである。すでに述べた

ように，集団的熟練は固定資本に近い性格をも

つが，代表的な固定資本である機械設備にして

も，一度購入した機械設備を耐用期間の最後ま

で完全に使い切ることができるわけではない。

長期雇用によって集団的熟練を育成・温存する

メリットよりも，人件費が嵩むデメリットの方

が大きくなる局面が続けば，資本はもはや躊躇

なく解雇という切り札を切るであろう。またす

でに述べたように，集団的熟練を有している労

働者たちは，自分たちにとって最も効率的な意

思疎通の方法（通信手段の用い方）を知ってい

るはずであるが，通信手段が発展すればその知

識は無効化する。いつまでも同じ労働者を雇用

し続けているだけでは，集団的熟練はいずれ陳

腐化してしまうであろう。

長期雇用に伴う雇用調整面での不利をカバー

するためには，次のような二つの方法があると

考えられる。一つは，労働者のなかに長期雇用

の対象になるグループとならないグループとの

区別を設けるという方法である。この方法の場

合，集団的熟練が育成されるのは前者のグルー

プだけであるが，後者のグループは自分たちが

雇用の調整弁として使われることで，結果とし

て前者のグループの集団的熟練が毀損されるの

を防ぐという役割を果たす。これはちょうど，

大工業との関係において家内工業という「外業

部」が果たしてきたのと同じ役割である１０６）。後

者のグループに属する労働者たちは，通常の意

味での不熟練労働者とは違って，個人的熟練が

足りないという理由のために長期雇用の対象か

ら外れるわけではない。しかし彼らの間では，

結果として集団的熟練は育成されないから，彼

らは他人との意思疎通を行う必要性の乏しいタ

イプの作業に回されるようになり，他人と協力

的に働くことは少なくなる。マルクスが協業論

のなかで提示した「多くの人々がただ場所的に

集合して労働するだけで協力して労働するので

はない場合」が（K .，�，S．３４４，〔２〕１７２頁），大
工業資本の作業場においても部分的に再現され

るのである。

もう一つは，労働のなかに基幹的作業と周辺

的作業との区別を設けて，周辺的作業ではでき

るだけ労働単価を下げることで人件費の支出を

抑え，浮いた分の人件費によって労働者全体の

集団的熟練の育成にかかる費用を補填するとい

う方法である。この方法の場合，雇用者の人数

は必ずしも削減されないが，人件費総額を削減

するという意味での雇用調整は行われる。むろ

ん，二つの方法がミックスされて，基幹的作業

の従事者だけが長期雇用の対象になる場合もあ

ろう。ただ，基幹的作業と周辺的作業との区別

は，複雑労働と単純労働との区別に相当し，あ

くまで作業ごとの技術的な難易度の比較に基づ

くものであるから，作業集団ごとの意思疎通の

円滑度（組織的な練度）を比較した結果とは必

ずしも合致しない。つまり，周辺的作業の従事

者は，集団的熟練が不要な作業しかしていない

という理由のために長期雇用の対象から外れる

わけではない。本稿のなかでくり返し述べてき

たように，重い荷物を揚げるような単純作業で

も，労働者どうしの事前の打ち合わせは欠かせ

ないのである。

上記の二つの方法は，どちらも作業等級や賃
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金等級のギャップを伴うから，等級制の原理に

基づく方法とはいえる。これまで，機械制大工

業の下では全ての労働者が雇用期間の短い

（もっといえば日雇いの）単純労働者に変わる

から，等級制の成立する余地はなくなるという

考え方が支配的であったと思われるが，この考

え方は疑問視されるべきであろう。もっとも，

上記の二つの方法は，マニュファクチュア的分

業の下で成立していた等級制をそのまま継承し

ているわけではない。マニュファクチュア的分

業における等級制は，高賃金の熟練労働者の雇

用を減らすことで人件費総額を削減するという

「バベッジ効果」を狙ったものである。しかし

それとは反対に，上記の二つの方法は，むしろ

人件費総額を削減することで集団的熟練を保護

するという効果を狙っているのである。

結語

（１）

本稿を締め括るに当たって，まず各節の結論

を確認しておこう。

第１節の結語

マルクスは協業論の冒頭で，協業を「かなり

多数の労働者が，同じときに，同じ空間で（ま

たは，同じ労働場所で，と言ってもよい），同

じ種類の商品の生産のために，同じ資本家の指

揮のもとで働くということ」と定義した上で，

協業の効果を，生産手段の節約，集団力の発揮，

競争心の刺激，という３つに分けて論じている。

しかし，これら３つの効果は，多数の労働者が

「同じ空間」で働かなければ絶対に得られない

というわけではない。まず，遠くの労働者にま

で生産物にかんする構想を伝えたり，作業の進

め方にかんする指示を伝えたりする仕組みを構

築すれば，作業場を一箇所に集約しなくても構

想労働や監督労働のための仕事場は減らせる。

また，物理的な距離を超えて労働者どうしを連

携させる仕組みを構築すれば，作業場を一箇所

に集約しなくても集団力は発揮されうる。さら

に，マルクスが競争心の刺激剤と考えている労

働者どうしの「社会的接触」も，労働者どうし

が物理的に接触できるところまで近づかなくて

も行われうる。むしろ，多数の労働者を一箇所

に集めると，集団的怠業のリスクが増え，作業

場の混雑度も高まるから，「社会的接触」はか

えって阻害され，競争心にマイナスの刺激を及

ぼしかねない。協業の３つの効果を得る上で，

通信手段を有効活用することは，多数の労働者

を一箇所に集めることと同等以上の重要性を

もっている。しかしマルクスは，前者の重要性

を過小に評価しており，後者の重要性を過大に

評価している。

マルクスの協業論は，多数の労働者が一箇所

で同時に働けば，彼らの労働はおのずから計画

的・協力的に行われうるかのような論調に陥っ

ている。しかし，他人と計画的・協力的に働く

ために最も必要になるのは，他人との意思疎通

をつうじて生産物にかんする構想を共有し，労

働のペースを揃えることである。多数の労働者

を一箇所に集めることは，彼らが意思疎通を行

うための最善の方法では必ずしもない。生産物

にかんする構想を立てる労働とそれを実行に移

す労働とが別個の人間によって行われる可能性

を示したのが，ブレーヴァマンの「構想と実行

との分離」という命題であった。この命題は，

それら二種類の労働が別個の場所において行わ

れる可能性を示してもいる。構想の重要な特徴

をなすのは，他人に伝わるという伝達可能性と，

一定期間にわたって再利用が効くという保存可

能性とである。多数の労働者を一箇所に集める

ことは，その場で出した指示をその場で実行さ

せるという不完全な「構想と実行との分離」の

方法でしかない。構想の伝達可能性・保存可能

性を十全に活かした方法になるのは，一つの構

想をさまざまな作業場で，またさまざまな時点

で実行に移すことである。構想の内容は，生産

物にかんする基本構想と，生産過程にかんする

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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実施計画とに分かれる。他人と計画的・協力的

に労働するためには，他人と基本構想を共有す

るだけでは不十分である。ただ実施計画は，生

産過程をめぐるローカルな条件に左右されやす

く，どれほど離れた場所にいる他人とでも共有

できるわけではない。したがって，一つの構想

をさまざまな作業場で実行に移すためには，作

業場ごとに内容の異なる実施計画が策定される

ことが必要になる。

マルクスは，リレー方式でのレンガ積みと建

物の各部の同時着工という２つの事例を挙げて，

協業の連続性と多面性とを説明している。労働

対象が分割・合成可能性をもつ場合，別々の場

所で仕上げられた部分生産物を一箇所に集めて，

最後に一つの全体生産物に組み立てるという方

法によっても，協業の多面性を実現させること

が可能になる。これは，「独立の部分生産物の

単に機械的な組み立て」によって製品を作る異

種的マニュファクチュアと同一の方法である。

したがって多面的な協業は，分業に基づく協業

とはまた別ものの「異種的協業」として把握さ

れる必要がある。異種的マニュファクチュアで

は，部分生産物の作業場を一箇所に集約するこ

とは「ただ例外的な事情のもとでしか有利でな

い」というのがマルクスの見解であった。この

見解にしたがうと，協業の多面性を実現させる

上でも，作業場を一箇所に集めることは「ただ

例外的な事情のもとでしか有利でない」という

結論になる。「異種的協業」では，他人と労働

のペースを揃えることは，あくまで部分生産物

の納期を揃えることを意味しており，労働過程

における一つ一つの動作のテンポを揃えること

を意味してはいない。同様に，労働の目的を共

有することも，あくまで異種の部分生産物どう

しを技術的に整合させることを意味しており，

同じ生産物を生産することを意味してはいない。

異種的マニュファクチュアは，分業論のマイナ

ーな論点としてたまに取り上げられるだけで，

マルクス自身の関心度も高くはないが，協業論

においても重要な参照軸として活用されるべき

である。

第２節の結語

協業論に後続する位置で分業論が説かれると

いうのが，標準的な生産方法論の組み立てであ

る。検討する必要があるのは，この組み立てが，

協業に基づかない分業が成立しないことを意味

するかどうかという問題である。この問題につ

いての回答は，一つには，分業論の主題になる

のがいかなる種類の分業であると考えるかに

よって変わる。大半の論者は，協業に基づかな

い分業に当たるのは社会的分業だけであるが，

分業論の主題になるのは作業場内分業であると

考えてきたから，協業に基づかない分業は成立

しないものと割り切ってよい，と回答するであ

ろう。しかし，上記の問題についての回答は，

協業を行う上で最も重要になるのがいかなる条

件であると考えるかによっても変わる。大半の

論者は，最も重要になるのは多数の労働者を一

箇所に集めるという条件であると考えてきたか

ら，異なる作業場の間では協業に基づく分業は

成立せず，ただ社会的分業が成り立つだけであ

る，と回答するであろう。どちらの回答でも，

作業場内分業と社会的分業との中間に位置する

問屋制生産の存在は無視されている。問屋制生

産の下では，あちこちに点在する多数の生産者

たちが一箇所に集められないまま部分的な作業

工程を担うが，だからといって協業に基づかな

い分業を行うわけではない。彼らは，むしろ工

場制生産の下における賃銀労働者たちにも増し

て，相互に連携をとりながら計画的・協力的に

働くことを強く求められる。つまり，大半の論

者が考えるのとは違った意味において，協業に

基づく分業を行うのである。

マルクスは，多数の労働者を一箇所に集める

ことが「協業の一般的な本質」をなすという認

識に基づいた上で，マニュファクチュアはこの

「協業の一般的な本質」の現象形態にすぎない

という議論を展開する。そのために分業論でも，

多数の労働者が計画的・協力的に働くことの意
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義は軽視されがちになっている。この傾向は，

マニュファクチュア（有機的マニュファクチュ

ア）にかんするマルクスの診断を誤らせる原因

になる。まずマルクスは，作業場が一箇所に集

約されると，工程間の「空間的分離」が縮減さ

れるために，製品の工程間の移動時間は必ず短

縮されることになるという診断を下している。

しかし，どれほど工程間の「空間的分離」が縮

減されても，各工程の進捗率が不揃いであれば，

製品の移動時間は必ずしも短縮されず，かえっ

て作業場の随所で製品の渋滞が多発することに

なりかねない。したがってマニュファクチュア

では，進捗率の不揃いをできるだけ減らすため

の工程間での相互調整が，きわめて重要な課題

になるはずである。また，この課題を解決する

ためには，多数の労働者が計画的・協力的に働

くことが必要になるはずである。ところがマル

クスは，マニュファクチュアの下では一方の労

働者が他方の労働者に原料を供給するという

「直接的依存関係」が生まれるために，おのず

から労働の連続性・一様性・規則性も強められ，

上記の課題は自然と解決されることになるとい

う診断を下している。これは，進捗率の不揃い

を減らせば「直接的依存関係」が成立するとい

う命題を，「直接的依存関係」が成立すれば進

捗率の不揃いが減るという命題と取り違えた誤

診である。

以上の誤診の影響は，マルクスの分業論の後

半で展開される個別的分業と社会的分業との比

較論にまで及んでゆく。マルクスは分業論の序

盤で，諸産業の垂直統合に基づく結合マニュ

ファクチュアこそがマニュファクチュアの完成

形であると説明していた。この説明が正しいと

すれば，諸産業が売買関係で媒介されただけの

社会的分業には，マニュファクチュアにはない

短所があるはずである。しかし，たんに一方の

工程が他方の工程に生産手段を供給するという

「直接的依存関係」であれば，個別的分業と社

会的分業とのどちらにおいても問題なく成立す

る。マニュファクチュアにおける「直接的依存

関係」の意義をどれほど強調しても，社会的分

業の短所は一向に明らかにならない。そのため

にマルクスは，個別的分業では資本家が労働者

にたいする無条件的な権威をもつから，ア・プ

リオリに計画的に守られる「規則」が存在しう

るが，社会的分業ではかかる「規則」が存在し

ないから，諸商品が無計画・無規律に生産され

るだけであるという比較論を展開する。しかし，

もしも資本家の権威にたいして労働者が無条件

的に服従するようになれば，ア・ポステリオリ

に生じる工程間の進捗率の不揃いを労働者自身

が減らすことはできなくなるから，むしろ資本

家が決めた「規則」は守られにくくなる。マニュ

ファクチュアで求められるのは，無条件的な服

従ではなく，労働者どうしの協調性に基づいた

主体的な服従である。そして，かかる主体的な

服従が行われないことにこそ，社会的分業の短

所があると考えなければならない。しかしマル

クスは，無条件的な服従が行われないことに社

会的分業の短所があると考えており，しかもそ

れが行われない理由を，多数の労働者が同じ作

業場の内部で働いていないことに求めるという

二重のエラーを犯している。

第３節の結語

マルクスの生産方法論のキーワードになるの

は，協業論のなかで提示された集団力という概

念である。しかしマルクスは，もっぱら単純協

業で発揮される集団力のことばかりを論じてい

るために，この概念の分析ツールとしての有用

性を自分自身で低めてしまっている。かかる現

状を打開するためには，分業（分業に基づく協

業）で発揮される集団力のことを論じる必要が

ある。マルクスはいくつかの集団作業の事例を

列挙して集団力のことを論じているが，実はそ

の際に，集団作業の二つのタイプの違いが見落

とされている。軍隊による攻撃や防御という事

例は，重い荷物を揚げるという事例とは異なり，

分業に近いタイプの集団作業の事例に属する。

敵軍のように自力で動く人間の集団を相手にす

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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る対人的労働の場合，相手の動き方に応じて自

分たちの動き方を柔軟に変えなければならない

から，集団が計画的・協力的に働くことの重要

性は明らかに大きくなる。しかし実は，重い荷

物のように自力で動かない有体物を相手にする

対物的労働の場合でも，労働者間の協力関係に

かかわる対人的な労働は大きな役割を果たす。

各工程・各作業場に張りついている多数の労働

者が計画的・協力的に働くためには，工程間・

作業場間の連絡をとることに専念するスタッフ

が存在しなければならない。集団の規模が変わ

らなくても，労働者間の意思疎通（生産過程に

おける情報伝達）が円滑化すれば，集団力は強

められる。したがって通信手段の発展は，より

多数の労働者が，より離れた場所で，より計画

的・協力的に働くことを可能にする条件の一つ

になる。

もう一つの条件になるのは，離れた場所で働

く多数の労働者が，一つの資本によって統括さ

れることである。マルクスは「一つの作業場」

で働くことと「同じ資本家の指揮のもと」で働

くこととを同一視しているが，「同じ資本家の

指揮のもと」で行われる個別的分業には，作業

場内分業と作業場間分業という二つの形態が存

在する。一つの資本によって統括される作業場

間分業の古典的事例といえるのが，同じ問屋商

人の指揮の下で行われていた重商主義段階の問

屋制家内工業であるが，問屋制生産の系譜その

ものは現代に至るまで連綿と続いている。しか

し，問屋制生産を理論的に考察しようとすると，

いきなり高い障壁に阻まれる。問屋制生産とは

小生産者を収奪する封建的な生産体制であるか

ら，重商主義段階論の論点にはなりえても，原

理論（生産方法論）の論点にはなりえないとい

う考え方が根強く存在するからである。かかる

障壁を乗り越えるためには，従来曖昧にされて

いた問屋制生産の原理的構造を明らかにしなけ

ればならない。問屋制生産は，（１）生産手段の

一括調達・前貸，（２）製品の分散製造，（３）製

品の一括集荷・出荷，という３つのステップの

組み合わせからなる。（１）・（３）のステップにお

ける問屋商人の役割についてはそれなりの議論

があるが，独自に論じる必要があるのは，（２）

のステップにおける問屋商人の役割である。生

産者が対面で作業の打ち合わせを行うことの難

しい問屋制生産では，（２）のステップにかんす

る実施計画を多数の生産者に共有させることが

大きな課題になる。古典的な問屋制家内工業で

は，この課題を解決するために，問屋商人自身

が生産者間の連絡をとる役割を担っていたと考

えられる。この役割は，通信手段の発展ととも

に問屋商人の手を離れる。それでも，生産物に

かんする基本構想を問屋商人が掌握している限

り，生産者にたいする問屋商人の優位は失われ

ないのである。

意思疎通は自分一人では実行できない集団作

業の最たるものであるから，労働者間の意思疎

通を円滑化させるためには，個人的熟練に還元

できない集団的熟練が必要になる。機械化で解

体することができるのは，一人一人の労働者の

個人的熟練までに止まる。労働者間の意思疎通

に基づかない労働過程がありえない以上，機械

制生産の下でも，労働者間の意思疎通の円滑さ

として現れる集団的熟練はくり返し形成される。

ただ，集団的熟練が形成されるまでには，決し

て短くはない期間がかかる。したがって，一度

形成された集団的熟練は，労使関係のあり方に

たいして多面的な影響をもたらす。従来の生産

方法論では，労働者にとっての解雇のダメージ

ばかりが強調されてきた。しかし資本にとって

も，労働者を解雇することは，長い期間をかけ

て形成された集団的熟練を毀損するというダメ

ージを伴う。従来の生産方法論では，個人的熟

練の解体のことが熱心に論じられる余りに，こ

のダメージの存在が見落とされてきた。資本が

集団的熟練を手にするための方法は，期間をか

けて内部で集団的熟練を育成するという方法と，

すでに外部で形成されている集団的熟練を利用

するという方法とに分かれる。後者の方法は，

中小工業や家内工業にたいして，大工業が利用
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する集団的熟練の温床としての役割を与えるの

であり，そのことはまた，労働市場の構造を多

層化させる因子にもなる。ただ，前者の方法の

場合でも，一度雇用された労働者が例外なく長

期雇用の対象になるわけではない。資本は，集

団的熟練を手にすることのメリットと，雇用調

整の自由度を失うことのデメリットとを秤量し

ながら，長期雇用の対象となる労働者を絞り込

むための措置を講じるのである。

（２）

本稿の議論をつうじてくり返し問われてきた

のは，資本主義的生産の舞台はどこまで特定の

作業場から離れて広域化されうるか，という問

題であった。この問題は，議論の枠組みをさら

に広く取れば，資本はどこまで空間的制約から

自由になりうるか，というテーマに発展する。

これは，経済地理学や国際経済学などの領域に

おいては定番のテーマの一つであるが，資本主

義の理論的構造を分析する原理論においても，

重要な意義を認められて然るべきテーマであろ

うと思われる。

にもかかわらずこのテーマは，従来の原理論

のなかでさほど熱心に取り上げられてきたとは

いえない。おそらくその根本的な理由は，原理

論における資本主義的市場が，特定の所在地を

もつのかどうかもよく分からないし，一定の空

間範囲の内部に収まるのかどうかもよく分から

ないような，極度に抽象的なシステムとして描

き出されてきたという事情にあると見て間違い

ないであろう。かかる事情は，複数の局地的流

通圏が存在するという想定にたいして否定的で

あった──そのために一国資本主義論として批

判されることも多かった──純粋資本主義論に

おいては特に顕著である。

もっとも，純粋資本主義論を提唱した宇野も，

国内市場と外国市場との区別に基づいた議論を

全く行わなかったわけではない。たとえば宇野

は，重商主義段階におけるイギリス国内の資本

主義化が，「常に外国貿易に投ぜられる資本と

連携して」進んだことを忘れてはならない，と

いう認識を示している（宇野［１９７１］６１頁）。

あるいは，帝国主義段階におけるドイツの軽工

業が，先発国イギリスから機械制大工業（機械

化された綿工業）を「輸入」することで短絡的

な機械化を遂げた，という認識を示してもいる

（宇野［１９７１］１４４頁）１０７）。

ただ，これらはいずれも，原理論よりも抽象

度の低い段階論のなかで示された認識でしかな

い。しかも段階論のなかでも，宇野は「産業革

命後のイギリスの発展は，国際貿易を大いに利

用しながら，国内における資本主義的生産関係

の確立を促進してきたということは事実である

が，経済学の原理は，この国内の資本主義的関

係の普及を基礎にしてはじめて確立されるので

ある」と釘を刺しており，結局のところ，外国

貿易はイギリスの「資本主義的関係の実体」を

なす要素ではないという否定的な結論にたどり

着いている（宇野［１９７１］８８―８９頁）。この結論

の先に描き出されるのは，イギリスの国内市場

でありながらイギリスの国境を超えてどこまで

も広がってゆくような，やはり極度に抽象的な

市場の姿である。外部との境界がない無限空間

のような市場では，差し詰め，内部における空

間的条件の違いはほとんど意味をもたなくなる

であろう。

しかし原理論のなかにも，本稿の主題である

生産方法論を含めて，空間的制約の存在が明示

的になる領域がいくつか存在する。たとえば，

優等地の供給制限が論じられる地代論や，商品

の物理的な移動や素材的な保管が論じられる流

通費用論などである。貨幣論もその例外ではな

い。従来の貨幣論は，商品よりも貨幣の方が価

値保蔵性に優れている理由を，貨幣価値が安定

的であること，貨幣素材が耐久性に富むこと，

貨幣価値の大きさに比べて貨幣素材が軽くて体

積が小さいこと，という３点に分けて説明して

きた。３点目の理由は，商品よりも貨幣の方が

価値保蔵のために要する空間がコンパクトにな

ることを意味している。ただむろん，貨幣によ

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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る価値保蔵にも一定の費用（貨幣取扱費用）は

かかる。その費用を節約するためには，金や銀

よりもさらに軽量な素材からなる銀行券や預金

通貨を用いることに加えて，貨幣取扱業務に従

事する流通労働の作業場を一つの銀行に集約す

ることが必要になる。つまり貨幣にかんしては，

貨幣を保管したり管理したりする上での空間的

条件の問題がことさら重要性をもつのである。

しかし，貨幣もまた商品の一種であるとすれば，

商品にかんしても同様の問題が出てくるはずで

ある。

詰まるところこれらの問題は，いっそう基本

的な２つの命題に帰着する。一つは，商品の価

値をその使用価値から分離することができない，

あるいは，商品から商品体の物質性を完全に払

拭することができないという商品論の命題であ

り，もう一つは，労働力を労働者の身体から分

離することができない，あるいは，生産過程か

ら生産手段（作業場も含めて）の物質性を完全

に払拭することができないという生産論の命題

である１０８）。生産過程は，労働力・生産手段のイ

ンプットから始まって労働生産物のアウトプッ

トに終わるが，資本主義の下ではインプットさ

れるのもアウトプットされるのも全て商品であ

るから，商品の物質性はさまざまなかたちで生

産過程にも反映されざるをえないのではないか

──という方向に話を進めると，２つの命題は

根底において結びつくように思われてくる。た

だむろん，本稿の主題とよりストレートに結び

つくのは後者の命題である。

労働力を労働者の身体から分離することがで

きないという命題は，これまでにも労働力商品

化の無理（労働力商品の擬制的性格）にかんす

る議論のなかで多用されてきたから，特に目新

しいものではない。しかしこの命題には，労働

力は労働者の身体に内属するものであるから，

労働者が身を置く場所でしか労働力を活用する

ことはできないという内容が含まれるはずであ

る。するとこの命題では，労働力を活用する資

本にとっての空間的制約までが明らかにされて

いたことになる。本稿でくり返し述べてきたよ

うに，従来の生産方法論は，多数の労働者を一

箇所に集めなければ彼らの集団力を活用するこ

とはできないという命題に基づいていたが，こ

れも詰まるところ，集団力を活用する資本に

とっての空間的制約を明らかにした──あるい

は明らかにし損ねた──命題であったといって

よいであろう。これらの命題は，本源的蓄積の

意義を論じる上でも重要な手がかりを与えるも

のと考えられる１０９）。農業労働者が農地との伝統

的な結びつきを喪失することは，彼らが新たに

移動可能性を獲得して，農村から離れたいかな

る場所にも身を置けるようになることを意味す

る。つまり，農村労働力を活用する資本にとっ

ての空間的制約が軽減されることを意味するの

である。

なお，資本にとっての空間的制約とは，いわ

ゆる固定資本的制約と無関係ではないが，同義

でもない。むろん固定資本の規模が大きくなれ

ば，工場施設の所在地を変更することは難しく

なるから，資本にとっての空間的制約は強めら

れる。しかしその場合でも，労働生産物の商品

種を変更することさえ難しくならなければ，資

本にとっての固定資本的制約は強められないま

まとなる１１０）。資本が別の空間に移転することと，

別の部門に移動することとは，おのずから別個

の内容を含んでいる。

資本が生産過程にかかる空間的制約を軽減し

ようとする場合，最も典型的な方法となるのは，

できるだけ広域にわたって複数の生産拠点を築

くことであろう。労働者が身を置く場所でしか

労働力を活用することはできないという絶対的

な制約がある以上，できるだけフラットな空間

的条件の下で生産過程を営もうとすれば，さま

ざまな場所に身を置く労働者と雇用関係なり業

務委託の関係なりを結ばざるをえないのであり，

そのためには生産拠点を一箇所だけに築くこと

は不合理となるからである。

ただ，工場制生産と問屋制生産とでは，生産

拠点が広域化されるパターンも異なってくる。
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工場制生産では，異なる地域に同じタイプの工

場を増設するというパターンが支配的になるで

あろう。たとえばマルクスは，かつてのマニュ

ファクチュアが短命であり，労働者の出入りに

つれて「一国にある自分の本拠を棄てて他国に

それを築く」というケースが多発していたこと

を，マニュファクチュア時代の「簡単な事実」

として挙げていた（K .，�，S．３９０，〔２〕２４３頁）。
これは，生産拠点の広域化ではなく国際移転の

ケースであるが，かかる移転がごく短期間で行

われえたのも，自国で築かれた工場をほぼその

まま他国に移設することが可能であったことに

理由があろう。つまり，工場を広域にわたって

増設・移設する際には，ちょうどバベッジが工

場内部での商品生産から読み取ったのと同一の

原理，商品のコンテンツは変わらないままその

数量だけが増えてゆくという原理が働くのであ

る。バベッジはそれを，「転写（複写）の原理」

と呼んでいる。

そもそも商品は，基本的には，いつでもどこ

でも使える標準品（規格品）として設計される

ものである。むろん実際には，羊毛製品のよう

に，使える時期や地域の限られる商品は少なか

らず存在する。ただそうした商品の場合でも，

限られた時期の間であればいつでも使えるし，

限られた地域の内部であればどこでも使えるも

のとして設計されるのが常である。商品のセグ

メンテーションは，対象時期や対象国であれ，

さらには対象性別や対象年齢であれ，あくまで

個別単位ではなく類型単位で行われるのであり，

同じ類型に属する商品群の設計情報は標準化さ

れているのである。そして商品生産とは，この

ように類型ごとに標準化された商品の設計情報

を，一つ一つの物的素材の上に「転写」するこ

とを指している。

それと同様に，商品生産が行われる工場も，

基本的には，いつでもどこでも使える標準施設

として設計されるものである。たとえば，落流

を利用して水車から動力を得るタイプの工場は，

資本主義的生産の発展とともに徐々に姿を消し

てゆく。その後は，蒸気機関を始めとして，い

つでもどこでも使える自動的な原動機から動力

を得るタイプの工場が主力を担うことになる１１１）。

資本は際限のない価値増殖衝動に突き動かされ

て，いわば無窮動の運動体たらんとする志向を

有するものであるから，“いまだけ”という時

間的制約を嫌うだけでなく，“ここだけ”とい

う空間的制約をも極力回避しようとするのであ

る。

その意味において資本主義的生産の発展は，

資本が時間的・空間的制約の緩和を求めて，商

品の設計情報とともに作業場の設計情報までを

標準化してゆくプロセスとして捉え返すことが

できる。あるいは工場制は，設計情報の異なる

さまざまな作業場を一箇所に集約して，作業場

ごとの時間的・空間的条件の差異を消し去るこ

とで１１２），それらをいつでもどこでも使える標準

施設として再設計する仕組みとして捉え返すこ

とができる。たとえ工場の立地は違っていても，

設計情報が変わらない以上，それを一つ一つの

物的素材の上に「転写」して増設される工場の

タイプも変わらないのである１１３）。

このことを踏まえると，帝国主義段階のドイ

ツがイギリスから機械制大工業を「輸入」した

という宇野の説明は，内容面において誤ってい

るとまではいえないものの，表現面においては

やや不適切であったことが分かる。宇野が「輸

入」と呼んでいるのは，機械や工場建物といっ

た有体物の輸入のことよりも，むしろそれらの

有体物の上に転写された無体の設計情報の解読

のことであったと考えなければならない。たと

え機械や工場建物という生産手段を輸入しても，

それらから設計情報というコンテンツを読み取

ることができなければ──あるいはさらに，そ

のコンテンツを物的素材の上に再転写して自前

の機械を作ったり，自前の工場建物を建てたり

することができなければ──，機械制大工業と

いう生産方法を「輸入」したことには必ずしも

ならないからである。このことは，重商主義段

階のイギリスにおける問屋制生産の事例にもそ

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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のまま当てはまる。たとえ問屋商人が羊毛製品

の見本を織手や紡手に渡しても，彼らがその見

本から織布作業や紡績作業にかんするノウハウ

を読み取ることができなければ，問屋商人の下

に見本通りの羊毛製品が納品される可能性はき

わめて低いであろう。

しかも転写は，「模倣（模造）」の類義語でも

ある。従来の原理論では，ある資本の例外的に

優等な生産方法は，他資本に模倣されることで

普及・一般化し，例外性を失うものと説明され

てきた。この説明に照らしても，イギリスの機

械制大工業はドイツに「輸入」されたというよ

りも，むしろドイツに「模倣≒転写」されたと

いい直した方が適切であるという結論になる。

自由主義段階のイギリスの綿製品が，インドの

木綿製品の廉価な模造品であったことは周知の

史実であるが，ドイツによる機械制大工業の「模

倣」は，まさにこの史実の再現であったともい

えるわけである。

ここまでは，工場制生産に基づいて生産拠点

が広域化されるパターンについての説明である。

しかし，問屋制生産に基づいて生産拠点が広域

化される場合には，別のパターンが支配的にな

るであろう。むろんこのパターンでも，複数の

生産拠点の間で商品の設計情報を共有する必要

があることに変わりはないが，作業場の設計情

報までを統一する必要はなくなるから，作業場

ごとの空間的条件の差異はほとんど残されたま

まになる。それでも，生産拠点がさまざまな地

域に分散される以上，複数の生産拠点からなる

問屋制生産というシステム全体が抱える空間的

条件はフラットになる。時間的条件についても

同じことが当てはまる。工場制生産の場合とは

違って，いつでもどこでも使える標準施設が増

設されるわけではないが，時間的・空間的条件

の異なるさまざまな地域の作業場が問屋制生産

の受け皿に加えられることで，いつでもどこで

も商品生産が行われうる環境が整えられるので

ある。

したがって問屋制生産の場合，生産拠点の広

域化に要する期間は，工場制生産の場合よりも

概して短くなるといってよい。本稿の３―２で

も指摘したように，問屋制生産は，（１）生産手

段の一括調達・前貸，（２）製品の分散製造，（３）

製品の一括集荷・出荷，という３つのステップ

の組み合わせからなる。当然ながら，生産拠点

が広域化するほど，（１）・（３）のステップにか

かる時間は長くなる。しかし，さまざまな地域

に現存する作業場をそのまま活用することが可

能である場合１１４），作業場ごとの空間的条件の差

異を消し去る手間は省けるから，（２）のステッ

プにかかる時間はかなり短くて済む。これにた

いして工場制生産は，（１）生産手段の一括調

達・投入，（２）製品の一括製造，（３）製品の一

括集荷・出荷，という３つのステップの組み合

わせからなる。生産拠点を広域化するためには，

さまざまな地域に標準施設を増設することで作

業場ごとの空間的条件の差異を消し去る必要が

あるから，（２）のステップにかかる時間はどう

しても長くなる。要するに，生産拠点を広域化

するに当たって，たんなる流動資本的な資本蓄

積を行うだけで済むか，それとも固定資本の増

設（あるいは更新）を伴う資本蓄積を行うこと

が必要になるかという点に，問屋制生産と工場

制生産との明確な違いが現れると考えられるの

である。

先ほど紹介した生産論の命題によると，生産

過程には，作業場を含めたさまざまな生産手段

の物質性が纏わりついている。そして物質性を

もつものは，作業場にせよ原料にせよ道具にせ

よ，全て何らかの物理的な大きさをもっている。

それぞれに物理的な大きさをもった複数の物質

が，物質一個分の広さしかない一つの空間を同

時に占めることは，どれほど工夫したところで

原理的に不可能である。かかる物質性の原理に

したがって考えると，すでに複数の他資本の生

産拠点が築かれている場所では，自資本の新た

な生産拠点を築くことが困難になるはずであろ

う１１５）。したがってまた，（２）のステップにかかる

時間を短縮することに成功した資本ほど，より
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広域にわたって生産拠点を築くことが可能にな

るはずであろう。このことは，後述するように，

グローバル資本主義の下における問屋制生産の

利点を明らかにする上でも有力な手がかりにな

るのである。

（３）

周知のようにマルクスは，機械装置は手工業

用具よりも高額であるために，ある程度以上の

資本規模の大きさがなければ生産過程の機械化

に踏み出すことはできないと考えていた。また，

たんに個々の工程に機械装置が導入されるだけ

でなく，それらが工場全体で一つに連結されて

巨大な機械体系を編成したときに，はじめて機

械制大工業が成立するものと考えていた１１６）。要

するに，マルクスの機械化論は，「機械化＝高

額化＝大型化」という命題に立脚していたわけ

である。

この命題にしたがうと，機械化が進むほど工

場の建物規模は大きくなるが，それはむしろ，

人間にとって工場が手狭な空間になることを意

味している，と考えることができよう。工場の

内部における大型の機械の密集度が上がるほど，

人間が工場の内部を動き回ることは難しくなる。

マルクスが強調したように，人間は「機械の助

手」へと格下げされ，工場の各所に定置された

機械の傍らに張りつけられることになる。この

点でいえば，資本主義的生産方法の発展とは，

作業場に占める生産手段のためのスペースが拡

張されることで，人間の可動スペースが縮小さ

れてゆく過程であるともいいかえることができ

よう。分業のメリットの一つとして昔から指摘

されてきたのは，作業を切り替えるための手間

が節約されることであるが，それは協業の下で

行われていた作業場内部での空間的移動が不要

になり，かつ不自由になることと同じである。

移動の不要度でいえば，協業＜分業＜機械制大

工業という不等式が成立するが，移動の自由度

でいえば，むしろ協業＞分業＞機械制大工業作

業場という反対の不等式が成立する。本論でく

り返し述べたように，多数の労働者が計画的・

協力的に働くためには，誰かが工程間における

情報のやり取りに専念しなければならない。し

かし，もしもそのために誰かがあちこちの工程

を動き回らなければならないのだとすれば，移

動の自由度が最も少ない機械制大工業には，内

部連絡機構としての重大な欠陥が隠されていた

ことになる。

しかし立ち戻って考えてみると，そもそも「機

械化＝高額化＝大型化」というマルクスの命題

の妥当性には限界がある。まずこの命題は，マ

ルクス自身が近代的家内工業についての説明で

例に挙げているミシンには当てはまらない１１７）。

また，バベッジがマニュファクチュアにおける

等級制を応用して考案した機械式計算機にも当

てはまらないし，その計算機にルーツをもつ現

代のコンピュータにも当てはまらない１１８）。それ

に一般論としても，機械化が進むほど機械自体

の大量生産も進むから，一台当たりの機械の単

価はむしろ必然的に引き下げられると考えられ

る。また機械の大量生産は，大量販売に適した

民生用機械の商品化を促すことになるが，それ

は当然ながら，産業用機械に比べてずっと小型

の機械になるはずである。

これらのことは，機械化の背後に，マルクス

が看過した「機械化＝廉価化＝小型化」という

もう一つの連関が潜んでいることを暗示する。

機械が廉価化すれば，資本規模の小さい資本ま

でが生産過程の機械化に踏み出すことが可能に

なるから，機械制生産の担い手は増える。また

機械が小型化すれば，機械を移設したり携行し

たりすることが容易になるし，工場の建物規模

も小さくなるから，機械制生産の立地条件も緩

くなる。機械の廉価化と小型化とはどちらも，

資本にとっての空間的制約を緩和する効果をも

たらすのである。また機械が小型化すると，先

ほど述べたのと反対に，工程間における連絡係

の移動時間は短縮されるから，工程間における

情報のやり取りは円滑に進む。それとともに，

工程間における製品の移動も円滑に進むであろ

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）

73



う。どちらの円滑化も，工場という有限空間を

活用する上での無駄を省くことにつながるから，

やはり資本にとっての空間的制約を緩和すると

いう効果をもたらすのである。

以上のように議論を展開すると，資本がどこ

まで空間的制約から自由になりうるかというテ

ーマを論じる上では，広域にわたる生産拠点の

構築というポイントの他にも，交通手段＝物

流・通信手段の発展というポイントに着目する

必要があることが分かる。しかも，後者のポイ

ントにおける発展の度合いによって，前者のポ

イントにおける広域化の度合いも強く制約され

る側面があることに気づく。通信手段が未発展

であれば，作業場の設計情報を遠く離れた場所

に送ることはできない。また物流手段が未発展

であれば，作業場の建設資材を遠く離れた場所

まで届けることはできないし，何よりも，作業

場で生産された商品を遠く離れた市場まで運ぶ

こともできない１１９）。それでも，機械の小型化に

伴って作業場が小型化すると，それだけ作業場

の建設資材は輸送しやすくなる。さらに機械製

造業では，作業場で生産された商品も輸送しや

すくなる。このように，機械の小型化には，工

場の内部だけを見ていたのでは気づかない効果，

すなわち物流手段の発展と同等の効果が隠され

ているのである。

交通手段＝物流・通信手段の発展は，工場制

生産と問屋制生産との対比を行う上でも重要な

ポイントになる。本稿の３―２で述べたように，

古典的な問屋制家内工業では，あちこちの農村

を巡回する問屋商人自身や，あちこちの農村に

常駐するその代理人が，作業場間の連絡をとる

役割を担っていた。しかし当然ながら，この連

絡にかかる時間や労力は，作業場間の物理的な

距離が遠くなるほど増えざるをえない。した

がって，作業場間の連絡を簡便化するという目

的に照らしても，作業場を一箇所に集約する工

場制生産は，やはり古典的な問屋制家内工業よ

りも優位に立っていた可能性が高い。すでに紹

介したようにマルクスは，作業場を一箇所に集

約することが有機的マニュファクチュアにおい

て絶対的に有利に働く理由を，工程間の生産物

の移動時間が短縮されるという利点に求めてい

たが，ここにはもう一つ，工程間の情報の伝達

時間が短縮されるという重要な利点が追加され

るべきであろう。

ただ，上記のような古典的な問屋制家内工業

のデメリットが明らかになると，むしろ問屋制

生産がそのデメリットを克服しつつ，今日に至

るまで存続しえた理由も同時に明らかになろう。

物理的な距離が遠くなるほど連絡にかかる時間

や労力が増えるのは何故かといえば，情報のや

り取りが口承という原始的な方法で行われるた

めである。この方法に依存し続ける限り，問屋

商人があちこちの作業場に派遣する連絡係の人

数をどれほど増やしたところで，工場制生産の

優位を覆すのはまず困難であったに違いない。

またそれだけに，この点でのデメリットを埋め

合わせるために，固定資本の負担の軽減であれ，

労働者の解雇の容易さであれ，雇用者の責任の

軽減であれ，ともかく工場制生産にはない別の

点でのメリットを追求せざるをえなかったに違

いない。

しかしかかる事情は，機械化の時代の到来と

ともに一変したはずである。機械化の時代とは，

工場における生産手段が手工業用具から機械に

置き換わり，工場制生産の経営様式がマニュ

ファクチュア的経営から機械経営に置き換わっ

た時代であっただけではなく，蒸気機関や電磁

気機関を応用することで交通手段＝物流・通信

手段が格段の発展を遂げた時代でもあった。産

業革命期における交通革命といえば，鉄道や汽

船を始めとする物流手段の発展が注目されるの

が常であるが，郵便や電報を始めとする通信手

段の発展もそれに劣らない重要性をもっていた

と考えるべきであろう１２０）。

通信方法が口承から書承へと変わるにつれて，

また通信手段が書簡から電報へ，さらに電話や

インターネットへと変わるにつれて，物理的な

距離が近いことのメリットは絶対性を失ってゆ
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く。しかも本稿の１―２で指摘したように，大

勢の人間が一箇所に集まると，円滑な意思疎通

の妨げとなる雑音や私語なども増えやすくなる。

これらのノイズ成分を除去するという目的に照

らすと，物理的な距離が近いことはむしろ大き

なデメリットを伴っている。昔ながらの書簡に

よるやり取りでも，口承によるやり取りに比べ

ると，情報の正確性や保存性という点ではすで

に明確な優位に立つであろう。さらに，通信手

段が発展するにしたがって，やり取りできる情

報量も増えるのであり，口頭では伝え切れない

ほど複雑な情報を，一目で分かるようなコンパ

クトな図像に圧縮することも可能になる。本稿

の３―２でも述べたが，機械化の時代に入って

から問屋制生産がむしろ息を吹き返したように

見える──そして情報化の時代に入ってますま

すそう見える──背景にも，交通手段＝物流・

通信手段の発展による好影響があったことは疑

いえない。

そのことを踏まえて，機械制大工業にかんす

る原理論の議論を見直してみると，反省すべき

点が少なからず出てくる。機械制大工業を論じ

る上で原理論が念頭に置いてきたのは，工場の

内部で用いられる製造機械のことだけであり，

さらに正確にいえば，綿工業における紡績機や

織布機に代表される中型の製造機械のことだけ

である。物流・通信手段のことはほとんど話題

にも上がらず，せいぜい流通費用論のなかで補

足的に説明されるだけに止まる。しかもそこで

説明されるのは，流通過程で用いられる物流・

通信手段のことだけであるから，工場の内部で

用いられる物流・通信手段のことはすっかり忘

れ去られている。つまり原理論は，生産・流通・

物流・通信という４つの領域のなかで，明らか

に生産・流通という２つの領域にたいして格段

に強い関心を向けてきたのである。もっとも，

これら以外の２つの領域では物流サービスと通

信サービスという商品の産地直売や地産地消が

行われている──それらの商品の生産過程と消

費過程とが同時的に進行している──という考

え方に立てば，生産・流通の領域のなかに全て

の領域を漏れなく収めることは可能になる。た

だそうなったところで，物流サービスと通信サ

ービスとの生産・流通にたいする原理論の関心

が特に強まるわけでもない。

とすれば，資本はどこまで空間的制約から自

由になりうるかというテーマが，従来の原理論

のなかでさほど熱心に取り上げられてこなかっ

たのは，むしろ当然の結果であると考えざるを

えない。あるいはまた，問屋制生産の原理的構

造というテーマが，従来の原理論のなかで全く

取り上げられてこなかったのも，やはり当然の

結果であると考えざるをえない。本稿がこれま

で述べてきた通り，これらのテーマを論じるた

めには，物流・通信の領域におけるいくつかの

ポイントに着目する必要があるが，従来の原理

論はこれらの領域そのものを最初から重視して

こなかったからである。僅かに，「流通過程に

延長された生産過程」に分類できるタイプの物

流・通信の問題だけが取り上げられてきたのも，

それだけ生産・流通の領域だけが重視されてき

た証拠であろう。

むろん，生産・流通・物流・通信という４つ

の領域の間に，はっきりした概念上の区別を立

てることは必要である。しかし，これらの領域

をたんに機械的に分離してしまうと，原理論の

関心事である生産の領域における機械化につい

ての見方も狭められてしまう。製造機械の実用

化は，蒸気機関や電磁気機関などの原動機の開

発と一体となって進むが，先述したように，こ

れらの動力機関は物流・通信手段にも応用され

るのであり，そのことが──大量の物資や労働

力を輸送したり，遠距離の市場と情報をやり取

りしたりすることが可能になる結果として１２１）

──大量生産のためのさらなる製造機械の発展

を促すのである。

その意味において，マルクスの時代における

蒸気機関や電磁気機関は，たんに製造機械の原

動機としての役割だけでなく，領域横断的な技

術革新の発信源となる一種のマルチメディアと

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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しての役割を担っていたといってよい。今日で

はその役割が，通信の領域におけるコンピュー

タ技術によって担われており，この領域におけ

る技術革新のインパクトが物流の領域へ，さら

に生産・流通（金融も含む）の領域へと波及す

るパターンが定着しているのは周知のところで

あろう。しかしこのパターンは，従来の原理論

の生産方法論に多少のアレンジを施したくらい

では捉えられない。根本的な問題は，機械とコ

ンピュータとの技術的な違いにあるよりも，原

理論のなかで４つの領域が占めてきた理論的比

重の違いにあるからである。

（４）

このように物流・通信の領域にたいする理論

的関心を高めるとき，おのずから視野に入って

くるのは，現代のグローバル資本主義のインパ

クトである。本稿は奇しくも「はじめに」の冒

頭で，新型コロナ・ウイルス感染症の世界的流

行という今日的な話題に枕を振ったが，いうま

でもなくこの話題をつうじて浮かび上がるのも，

現代のグローバル資本主義が抱える負の側面で

ある。

ただそもそも，本稿が主題的に論じてきた分

散製造の原理や，広域にわたる生産拠点の構築，

交通手段＝物流・通信手段の発展などは，いず

れもグローバル化の進展と密接に結びついた論

点であろう。資本はどこまで空間的制約から自

由になりうるかという問いは，資本主義自体が

どこまでグローバル化しうるかという問いにそ

のまま重なり合う。現代のグローバル資本主義

が生産・流通・物流・通信のそれぞれの領域に

もたらすインパクトを捉えることは，生産方法

論を再構築する上でも重要な課題になるものと

思われる。最後に，この課題に取り組むための

些かの準備作業に着手しておきたい。

現代のグローバル資本主義の下で進行してい

るのは，それぞれに異なる投資部門において専

門性を高めた各国の資本が，国籍を跨いだヒ

ト・モノ・カネ（そして時にはウイルス）の移

動によって一つに連結されてゆく過程である。

それは規模こそ全く異なるものの，それぞれに

異なる部分作業において専門性を高めた労働者

たちが，工場内部での生産物の移動によって一

つに連結されていった古典的な分業の成立過程

を彷彿させる。どちらの過程にも共通するのは，

部分の専門化と全体の連結との間に，一方の度

合いが高められるほど他方の度合いも高められ

るという相互媒介的な関連が成立することであ

る。

個別的分業と社会的分業との相互媒介的な関

連については，すでにマルクスの分業論のなか

でも，「マニュファクチュア的分業は，社会の

なかでの分業がすでにある発展度まで成熟して

いることを必要とする。また逆に，マニュファ

クチュア的分業はこの社会的分業に反作用して

これを発展させ何倍にも複雑にする」というい

い方で説明されていた（K .，�，S．３７４，〔２〕２１８
頁）。社会的分業が「発展」することは，より

多くの産業部門が一つに連結されることを指し

ており，社会的分業が「複雑」になることは，

一つの産業部門がより多くの独立産業に分割さ

れることを指している。つまりマルクスの説明

によると，作業場および産業部門の内部におけ

るローカルな専門化の度合いは，社会的分業の

グローバルな発展度と比例するのである。これ

は要するに，部分の専門化と全体の連結とが相

互媒介的に関連するという説明であるといって

よい。

この説明は，現代の世界経済における各国経

済間の関係にもうまく当てはまるであろう。た

とえば今日の中心国は，主として金融部門やサ

ービス部門における専門性を高めつつあるが，

このいわゆる金融化やサービス化の動向は，ヒ

ト・モノ・カネのいずれの国際移動のパターン

から見ても，周辺国の工業化の動向と強く結び

ついていることが明らかである。ただ，このよ

うな結びつきが存在すること自体は，重商主義

段階におけるオランダの金融化がイギリスの工

業化とともに進み，帝国主義段階におけるイギ
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リスの金融化がドイツの工業化とともに進んだ

ことを想起すると，歴史的に見てそれほど特異

な現象とはいえない。しかも視点を変えてみる

と，同様の結びつきは，そもそも産業資本の内

部におけるマニュファクチュア的分業にも存在

していたことに気づく。

マルクスの論じるマニュファクチュア的分業

は工場内部での工程間分業の域を出ないが，あ

る程度規模の大きな産業資本であれば工場以外

にも，財務部・経理部・資材調達部・人事部・

販売部などの部署を設けるのが通例であろう。

これらの部署が担当するのは，それぞれごく限

られた範囲の流通関連の業務だけである。しか

し，これらの部署が策定する業務計画には，い

つでも工場の生産計画との整合性が求められる。

この整合性を欠いた場合，産業資本の内部にお

けるヒト・カネ・モノの移動には，随所で遅滞

が生じることが避けられない。本稿が有機的マ

ニュファクチュアにかんして論じたように，た

だ作業場を一箇所に集約しただけでは，必ずし

も工程間における製品の移動時間が短縮される

とは限らないのと同じ理屈である。

このように，現代のグローバル資本主義を読

み解く上でのヒントが，古典的な作業場内分

業・社会的分業・国際分業のそれぞれのなかに

見つかるとすれば，近年になってリカードの比

較生産費説が再び注目を集めつつあるのも自然

な成り行きといえるかもしれない。とはいえ，

ヒントを過信するのは禁物である。現代のグロ

ーバル資本主義は，リカードの時代の国際分業

とは違って，世界市場における中心国の支配力

を一方的に強化させるわけではない。あるいは，

マルクスの時代のマニュファクチュア的分業と

は違って，工場における資本家の権威に喩えら

れるほどの強い権力を中心国に与えるわけでも

ない。これまでの周辺国の工業化では，中心国

で策定された構想が周辺国で実行に移されると

いうパターンが基軸をなしてきたが，だからと

いって中心国が「頭の労働」を独占して，「手

の労働」を行う周辺国にたいして決定的に優位

に立ったとは考えられない。中心国で策定でき

るのは生産物についての構想，つまり基本構想

までに止まるのであり，それを実行に移すため

に必須となる生産過程にかんする構想，つまり

実施計画は，生産過程のローカルな特性につい

ての情報をよく知っている周辺国自身で策定さ

れる以外にない。そして，どのような実施計画

が策定されるかによって，基本構想の内容も大

きく変わるのである。

当然ながら，より多くの周辺国で工業化が進

むほど，基本構想の内容に生じる変更も大きく

なるから，中心国では基本構想の立案により多

くの労力と時間とを割かざるをえなくなる。そ

の結果，中心国の製造業企業の体質も，むしろ

商品企画を手掛ける流通業企業の体質に近いも

のに変わる。あるいは，製品見本を生産者たち

に配布していたかつての問屋商人の体質に近い

ものに変わる。かかる体質変化に伴って，中心

国の金融市場には，生産設備に投じられない遊

休資金がより多く流入することになろう。つま

り，中心国の金融化やサービス化についても，

周辺国の工業化を促してきた積極的な要因とし

て捉えるだけでは不十分であり，周辺国の工業

化によって促されてきた消極的な結果（産業空

洞化の余波）として捉え直すことが必要になる

わけである。

思うに，先述した重商主義段階におけるオラ

ンダの金融化についても，同国が当時の世界市

場における覇権国であったという積極的な側面

から説明するだけでは不十分であり，その覇権

がイギリスの工業化によって脅かされつつあっ

たという消極的な側面からも説明される必要が

あろう。工業化の著しいドイツにたいして「防

衛的立場」に立っていたといわれる，帝国主義

段階におけるイギリスの金融化についても同様

である（宇野［１９７１］１８１頁）。

現代のグローバル資本主義にかんして以上の

ような理解に立つと，この理解がどこまで従来

の段階論の枠組みに収まるかについても問わな

いわけにはいかなくなる。周知のように，第一

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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次世界大戦以降の資本主義については現状分析

に委ねるというのが宇野の段階論のスタンスで

あった。今日では，このスタンスは宇野学派の

内部でも強く疑問視されるようになり，グロー

バル資本主義と帝国主義段階との関係が段階論

の論点として本格的に議論されてきている。本

稿ではこの議論に深入りすることはできないが，

生産方法論の再検討をつうじて浮かび上がって

くる段階論の問題点には言及しておくべきであ

ろう。別の論稿でも論じたが１２２），宇野の段階論

は，宇野の生産方法論とも深部でつながってい

るからである。

宇野の段階論では，資本主義の各発展段階に

おける基軸産業と支配的資本とは一種類に限定

されている。それと同時に，各発展段階におけ

る支配的な生産方法も一種類に限定されてい

る１２３）。たとえば宇野は，自由主義段階における

基軸産業は綿工業であり，支配的資本は産業資

本であると規定しているが，その際には「産業

資本としてのイギリス綿工業」で採用される生

産方法が機械制大工業であることが当然視され

ており，マニュファクチュア的な分業に基づく

綿工業の存在は度外視されている。マニュファ

クチュア的な分業は，むしろ問屋制家内工業の

下での「分業的な作業工程の部分化」に読み替

えられて，重商主義段階論のなかに割り振られ

ているようでもある。そう理解した場合，自由

主義段階論までの宇野の段階論の展開は，分業

→機械制大工業という生産方法論の展開と符合

することになろう。

ただそうなると，帝国主義段階における支配

的な生産方法については難しい問題が出てくる。

宇野の生産方法論は，機械制大工業を説いたと

ころで結構する組み立てになっている。また宇

野は，旧『経済政策論』のなかでも，「マニュ

ファクチュアにその出発点を見出したる資本家

的生産方法が機械的大工業となって完成せられ

るに至る」とか（宇野［１９４８］３３５―３３６頁），「資

本主義の発展と共に資本家的生産方法は生産力

増進の途を機械的大工業に見出したのであるが，

同時にここにおいて自ら技術的にしたがってま

た社会的に完成することとなった」とかいった

具合に（宇野［１９４８］３４０頁），資本主義的生産

方法は機械制大工業をもって「完成」されると

いう見解をはっきりと打ち出している。かかる

見解にしたがうと，資本主義的生産方法はすで

に自由主義段階における「産業資本としてのイ

ギリス綿工業」の下で「完成」を見ており，そ

れ以後にはさらなる発展の余地は残されていな

いものと考えざるをえない。すると，帝国主義

段階における支配的な生産方法はどのように規

定されるべきなのか。

宇野の帝国主義段階論には，金融資本は「す

でにイギリスで確立された機械的大工業」を採

用するという説明が出てくる一方で（宇野

［１９７１］３３頁），「極めて高度の機械的大工業」

を採用するとか（宇野［１９７１］１７９頁），「さら

に発展した資本主義的生産方法」を採用すると

かいった説明も出てくる（宇野［１９７１］３３頁）。

しかし，どちらの説明にも納得できない点が残

る。前者の説明については，発展段階が変わっ

たのに生産方法が変わらないのは何故かという

疑問が生まれるし，後者の説明については，機

械制大工業よりも「高度な」生産方法が存在す

るのにそれが生産方法論で説かれないのは何故

かという疑問が生まれる。

私見では，以上の問題を解決する上での鍵の

一つを握っているのは，帝国主義段階の産業構

造であろうと思われる。宇野自身も明確化して

いたように，帝国主義段階のドイツ産業は，「極

めて高度の大工業」と「残存中小工業」とが併

存する二重構造を特徴としていた（宇野［１９７１］

１７９頁）。「残存中小工業」は，「極めて高度の大

工業」にたいする産業予備軍の供給源になると

同時に，「極めて高度の大工業」から供給され

る原料品や半製品の販売先にもなる。ここで「残

存中小工業」が演じる役割は，本稿の２―１で

検討した近代的家内工業の役割，すなわち「工

場やマニュファクチュアや問屋の外業部」とい

う役割とほぼ同じであろう。その限りにおいて，
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「極めて高度の大工業」と「残存中小工業」と

の関係は，かつての問屋商人と家内労働者との

関係に通じる側面をもつと考えられる。そして

この考え方を敷衍すると，かかる「残存中小工

業≒家内労働者」を自らの敵対勢力とみなして

極力排除しようとするか，それとも自らの「外

業部」とみなして積極的に活用しようとするか

という点に，機械制大工業と「極めて高度の大

工業」との違いも現れるのではないかと推論さ

れるのである。

これはいいかえると，「極めて高度の大工業」

とは，問屋商人的な性格を強めた機械制大工業

のことではないかという推論でもある。むろん，

自由主義段階の産業資本よりも遥かに巨大な固

定資本を抱えていた「極めて高度の大工業」は，

その個別資本としての有機的構成を見る限りで

は，マニュファクチュア程度の工場施設すらも

たなかったかつての問屋商人とは似ても似つか

ない。しかし，それがドイツ産業全体の二重構

造のなかに占めていた位置を見ると，イギリス

羊毛工業を主催していた問屋商人との隠れた共

通点が浮き彫りになる１２４）。思うに従来の生産方

法論は，もっぱら個別資本の作業場の内部で生

じる技術革新のことを主題的に論じてきたため

に１２５），複数の生産方法が並立する産業構造の内

部で生じる変化には十分目が届かなかったおそ

れがある。

本稿でくり返し紹介したように，マルクスは，

機械制大工業の時代になっても家内工業は一掃

されるわけではなく，むしろ近代的家内工業と

して蘇生され，「工場やマニュファクチュアや

問屋の外業部」に再編されるという見方を示し

ていた。ここで「工場」といわれているのは機

械制大工業のことであろうから，マルクスの見

方にしたがうと，機械制大工業が「残存中小工

業≒家内労働者」を排除する一方であったとい

うのはいいすぎになろう。とはいえ，マルクス

の見方でも，近代的家内工業が蘇生しうるのは

服飾産業を始めとする少数の産業部門だけに限

定されている。しかも，それら少数の産業部門

においても，近代的家内工業はやがて機械制大

工業に駆逐される運命にある「過渡形態」とし

てのみ蘇生しうるものと規定されている（K .，
�，S．４９７，〔２〕４１３―４１４頁）。この規定が史実に
即しているかどうかには疑問もあるが１２６），一括

製造の原理に基づく機械制大工業と，分散製造

の原理に基づく問屋制家内工業とは，本質的に

水と油の関係にあるものと考えて間違いないで

あろう。自由主義段階には，機械制大工業に駆

逐される運命を免れた小生産者たちの存在は見

られても，彼らが広い産業部門にわたって機械

制大工業を下支えするという図式は見られない。

つまり自由主義段階の産業構造には，帝国主義

段階のそれにおけるような確たる二重構造は見

られないのであり，かかる産業構造の違いが，

機械制大工業と「極めて高度の大工業」との違

いにも反映されるのである。

もっとも，宇野の帝国主義段階論にも，「極

めて高度の大工業」の問屋商人的な性格に触れ

ている箇所はある。宇野によれば，帝国主義段

階では「労働力商品化の基礎をなす旧社会関係

の分解を徹底的に推進しないで得られる資本の

利益」が重要性を増してくるが，これは重商主

義段階を「裏返したもの」といってよい傾向で

ある。この傾向が，「労働力の商品化を増進し

つつ労働の強化と，旧来の小生産者的な生産物

の商品化の拡大や中小資本の収奪とに基づくい

わゆる独占的資本を，資本の組織的独占体とし

て形成することになる」という（宇野［１９７１］

１９頁）。いうまでもなく，「独占的資本」は「極

めて高度の大工業」の同義語である。つまり宇

野は，重商主義段階の問屋商人と帝国主義段階

の「極めて高度の大工業」との間に，「旧来の

小生産者的な生産物の商品化の拡大や中小資本

の収奪」から利益を得るという同一の増殖原理

を読み取っているわけである。「極めて高度の

大工業」は，宇野のいい方を借りれば，いわば

問屋商人を「裏返したもの」として理解されて

いるといってもよい。

しかしこの理解は，本稿の理解とは似て非な

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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るものであろう。かつての問屋商人が小生産者

たちを収奪したように，「極めて高度の大工業」

も「中小資本」を収奪する，そしてどちらの収

奪も「旧社会関係の分解」の不徹底に起因する，

というのが宇野の理解であるが，これでは「極

めて高度の大工業」の内実が理論的に明らかに

されたことには到底ならない。むしろ，理論的

に明らかにできるのは単純労働者を搾取する機

械制大工業の内実だけであり，「中小資本」を

収奪する「極めて高度の大工業」は，その内実

を理論的に明らかにできないという点で，小生

産者たちを収奪する問屋商人と似通っている，

というだけの話に終わってしまう。すでに紹介

したように，宇野は帝国主義段階の「中小資本」

のことを「残存中小工業」とも呼んでいるが，

何故「残存」の一語がつくのかといえば，「中

小工業」とは「旧社会関係の分解」が不徹底に

終わったために分解され切らずに残った残滓に

すぎないという認識があるからであろう。この

認識に基づくと，帝国主義段階の産業構造に見

られる二重構造も，「旧社会関係」に見られた

収奪構造の再現として以外には論じようがなく

なるのである１２７）。

以上を踏まえると，「極めて高度の大工業」

をめぐる一連の問題の根本には，各発展段階に

おける支配的な生産方法を一種類に限定するこ

と自体の難点が潜んでいたことに気づく。「極

めて高度の大工業」の競争力がどれほど強いと

しても，その競争力が「残存中小工業」を積極

的に活用することで強められたものである以上

──したがってまた，「極めて高度の大工業」

が競争力を強めるほど「残存中小工業」の数は

むしろ増えるという関連がある以上──，「極

めて高度の大工業」だけを支配的な生産方法と

考えるのは明らかに一面的なのである。宇野は

前引の一文において，「中小資本」を収奪する

「独占的資本」のことを「資本の組織的独占体」

といいかえているが，これも「中小資本」が「資

本の組織的独占体」の末端を構成することを見

落とした用語法であろう。

周知のように，宇野はマルクスの「本来のマ

ニュファクチュア時代」という議論を批判し，

重商主義段階の基軸産業・支配的資本を「商人

資本としてのイギリス羊毛工業」と規定してい

た。しかしその一方で，重商主義段階がマニュ

ファクチュアの揺籃期であったこと自体は認め

ていた。この時期の問屋制家内工業とマニュ

ファクチュアとは，原料羊毛市場や羊毛製品市

場において正面から競合する関係にあったと考

えられよう。自由主義段階の機械制大工業とマ

ニュファクチュアとの間にも，原料綿花市場や

綿製品市場のシェアをめぐって同様の関係が

あったといってよい。

しかし，帝国主義段階の「極めて高度の大工

業」と「残存中小工業」とは，前者が原料品市

場や半製品市場において強力なカルテルを形成

するのにたいして，後者は完成品市場において

個別分散的に活動するというように，さまざま

な産業部門にわたって一種の棲み分けに近い関

係にあった１２８）。帝国主義段階の産業構造が長期

にわたって二重構造を保持したのは，両者の棲

み分けがたんなる一過性の関係ではなく，かな

り安定的な基盤の上に築かれた関係であったこ

とを端的に物語るものであろう。つまり，３つ

の発展段階のなかでも，特に帝国主義段階につ

いては，支配的な生産方法を一種類に限定する

ことの無理がはっきりと露呈せざるをえないの

である。

この無理はさらに，資本主義的生産方法は機

械制大工業をもって「完成」されるという宇野

の見解にも難点が潜んでいたことを物語る。帝

国主義段階になると「残存中小工業」にもある

程度まで機械化の波が及んだに違いないが，あ

くまで中小工業である以上，機械制大工業と呼

べるほどの全面的な機械制生産には移行しえな

かったであろう。「残存中小工業」の機械化は，

本稿が結語の（３）で使った用語でいえば，「機

械化＝高額化＝大型化」という方向ではなく「機

械化＝廉価化＝小型化」という方向に向かって

進んだと考えられる。したがってまた「残存中
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小工業」の多くは，自動化されていない廉価で

小型の機械を操作する労働者の技能・熟練に依

存せざるをえず，多分にマニュファクチュア的

な性格を残したまま存続したと考えられる。か

かる事態と，機械制大工業にかんする宇野の見

解，すなわち機械制大工業の発展は「旧来の生

産方法の競争を許さなくなる」という見解や（宇

野［１９５０・５２］１２７頁），機械制大工業の時代は

「手工業の存在を許さない」という見解との間

には（宇野［１９６４］５６頁），明らかに大きな齟

齬がある。むろん宇野の見解によっても，機械

制大工業に移行するまでに要する期間が短い産

業部門もあれば，長い産業部門もあるというと

ころまでは説明できるであろう１２９）。しかし「残

存中小工業」は，どれほど長い期間をかけたと

ころで機械制大工業に移行するわけではない。

「極めて高度の大工業」と「残存中小工業」と

の間には，たんなる機械化のスピードの違いが

存在するわけではなく，むしろ機械化の方向の

違いが存在するのである。

そして，これら一連の問題は，現代のグロー

バル資本主義を論じる上でも重要な参照軸を与

える。現代のグローバル資本主義を特徴づける

周辺国の工業化は，必ずしもかつての中心国の

工業化と同じコースを周回遅れで進んでゆくわ

けではない。産業部門によっては，かつてのド

イツと同じように，すでに中心国で確立された

機械制大工業を「輸入」することで短絡的な機

械化が実現されることもあろうが，むしろ多く

の産業部門では，多分にマニュファクチュア的

な性格を残した中小工業が族生するというパタ

ーンが一般的になるのではないか。周辺国の優

位性をなす人件費の安さと労働人口の潤沢さと

を十全に活かそうとすれば，当然のことながら，

採用される生産方法が資本集約的ではなく労働

集約的であるほど理に適うからである。実際，

周辺国のなかで特に工業化の著しい産業部門は，

アパレル産業・食品産業・ソフトウェア産業を

始めとする軽工業である。これらの産業で用い

られるのは，ミシンであれ食品機械であれ通信

手段であれ，総じて中小規模の資本でも手の届

く廉価で小型の機械であるといってよい。つま

り，現代の周辺国の工業化は，軽工業における

機械制大工業が重工業における「極めて高度の

大工業」にグレードアップされるという帝国主

義段階までの工業化のコースを外れたところで

進行しているのである。

とすれば，現代のグローバル資本主義の下で

は，帝国主義段階とは違うパターンでの産業構

造の二重化が進行しているという推論も成り立

つであろう。帝国主義段階における産業構造の

二重化は，ドイツという典型国の内部における

「極めて高度の大工業」と「残存中小工業」と

の間で生じていた。また両工業の間では，収奪

的とも形容される一方的な支配関係が存在して

いた。どれほど「残存中小工業」が力をつけた

ところで，「極めて高度の大工業」の支配的地

位を脅かすことはまず起こりえなかった。しか

し，現代のグローバル資本主義の下での産業構

造の二重化は，中心国と周辺国との間で生じて

いる。そのためにこの二重構造は，国際的な市

場環境や自然環境の変化による影響を強く受け

ざるをえず，帝国主義段階における二重構造の

ような安定的な基盤をもちにくい。しかもそれ

は，鉄工業や重工業といった特定の基軸産業の

内部における二重構造ではない。むしろ，工業

国としての支配的地位を周辺国に脅かされつつ

ある中心国が，脱工業化＝金融化・サービス化

への進路変更を余儀なくされる──その意味で

は中心国と周辺国との立場が逆転して，中心国

が周辺国への守勢を余儀なくされる──という

ように，工業以外の分野にまで裾野の広がった

二重構造になっているのである１３０）。これまでの

段階論は，典型国の基軸産業における支配的資

本に焦点を当てて資本主義の歴史的発展を分析

するという方法に基づいてきたが，いまやこの

方法自体が，有効性を問い直されるべき局面を

迎えているとも考えられよう。

［付記］本稿は，令和４年度専修大学長期国

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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内研究による研究成果の一部である。

注

７３）拙稿［２０１９・２０］（１）の１―３を参照せよ。

７４）中岡ほか［２００５］は，ライン職場における作業者

はラインが動いている限り職場から離れられないか

ら，ラインが動いている間に生じた異常事態に対応

するためには，各作業班のなかに「ラインを離れて

自由に動ける人間」が少なくとも一人いなければな

らないと述べた上で，今日のライン職場の多くでは，

この「自由に動ける人間」に当たるのが各作業班の

班長（もしくは彼に指名された特定のリリーフマン）

であると指摘している（２―５頁）。

７５）このタイプの労働は，多数の労働者が計画的・協

力的に働くために投じられるから，分業に基づく協

業だけに限らず，協業全般において必要性をもつと

考えなければならない。ただ，重い荷物を揚げる，

クランクを回す，障害物を排除するといった単純協

業を外から観察していても，このタイプの労働の存

在にはなかなか気づきにくい。それは一つには，多

数の労働者が一個の労働対象の周りに集まっている

ために，彼らの間の連絡をとることに専念する別の

労働者を立てる必要がないからであるが，もう一つ

には，多数の労働者がひたすら肉体労働だけに専念

しているように見えるために，一人だけ肉体労働を

免れている資本家の存在が目立ちすぎるからでもあ

ろう。

７６）このことは，そもそも集団力が要請されるのが，

大規模な労働過程においてであるという事情と深く

関係する。労働過程が大規模化するにつれて，労働

対象もおのずから大型化・大量化するために，作業

中の事故が発生するリスクは増えざるをえず，事故

のダメージが波及する範囲も広くならざるをえない

のである。

７７）もっとも前節で紹介したように，マルクスは競争

心について，「多くの力が一つの能力に融合すること

から生ずる新たな潜勢力は別としても，たいていの

生産的労働では，単なる社会的接触が競争心や活力

（animal spirits）の独特な刺激を生みだして，それら

が各人の個別的作業能力を高める」と説明していた

（K .，�，S．３４５，〔２〕１７４頁）。この説明のなかで，集団
力が発揮されることと個人の作業能力が向上するこ

ととが区別されているのは明らかである。ただ問題

は，この区別を，集団力が発揮されることと競争心

が刺激されることとの区別に直結させてよいかどう

かである。

競争心が刺激されるためには他人との「社会的接

触」が必要になるというのがマルクスの説明である

が，改めて考えてみると，集団力が発揮されるため

にも他人との「社会的接触」は不可欠の契機になる

はずであろう。集団力とは「分割されていない同じ

作業で同時に多数の手がいっしょに働く場合」に発

揮される能力のことを指しており，多数の人々が「社

会的接触」をもたずに「分割されていない同じ作業」

に従事することはできないからである。しかも競争

心は，競争相手がいない場所では目覚めようのない

心性であるから，集団力がそうであったのと同様に，

まさに普段は眠っている「社会的な潜勢力」といえ

るであろう。

その点を踏まえると，競争心が刺激されることで

「各人の個別的作業能力」が高められるとはいえ，競

争心を刺激すること自体は「各人の個別的作業能力」

をどれだけ高めても及ばない集団作業の一環であり，

むしろ「分割されていない同じ作業」に属している

ことが分かる。また翻って，マルクスの説明では，

競争心が刺激されることで集団力が高められるとい

う側面がすっぽりと抜け落ちていたことにも気づく。

では，集団力を高めるために何が必要になるのかと

いえば，ただ集団の規模が大きくなりさえすればよ

い，そのためにはより多数の労働者を同じ作業場に

集めることだけが必要になる──というのが，マル

クスの説明に即した考え方であろう。こうした考え

方では，単純協業において多数の労働者が計画的・

協力的に働くことの重要性は見失われてしまう。マ

ルクスは「単なる社会的接触」といういい方をして

いるが，これもまた，労働者間の「社会的接触」に

かかわる対人的な労働の意義が軽視されていること

の現れかと思われる。

７８）この仕組みが明らかにされていないために，本稿

の注６１で引いた「他人との計画的な協働のなかでは，

労働者は彼の個体的な限界を脱け出て彼の種族能力

を発揮するのである」という重要な一文も，十分目

を引かないまま前後の記述のなかに埋もれてしまっ

ている。考えてみると，労働者たちを一つの「種族」

に喩えること自体がすでに間違いの元であろう。同

じ「種族」に属している労働者どうしであれば，計

画の策定・共有というプロセスを飛ばしても「計画

的」な協働を行うことができる，という話になりか
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ねないからである。

なお T. ベンソン［１９９３］は，マルクス（特に初期

マルクス）の集団力概念には，蜜蜂や社会的哺乳動

物の集団にも具わる「単純な集団的潜在力」と，人

間の集団だけに具わる「種族歴史的潜在力」とが二

重に含まれていると指摘している（Benton〔訳〕１２５

―１２７頁）。しかしベンソンの議論でも，人間の集団が

「種族歴史的潜在力」を発揮する上での計画の意義や，

計画を策定・共有する上での意思疎通の意義が十分

捉えられているとはいい難い。

７９）なお，本稿が主として論じるのは，他人に情報を

伝達する技術としての通信手段のことであるが，広

い意味での通信手段には，情報を作成・保存・検索

する技術までが含まれるであろう。

したがって通信手段は，基本構想の立案過程にお

いても重要な意味をもつ。基本構想の立案とは，自

分の心像のなかに宿る生産物のイメージをできるだ

け損なうことなく外部に取り出し，それを媒体の上

に定着させた上で，自分自身に伝達するという営み

ともいえるからである。そして，今日の ICTや AIの

実用化が，イメージを可視化する技術としての通信

手段の有用性を飛躍的に高めつつあることは明らか

である。

そもそも，生産物にかんする基本構想は，全くの

白紙状態から立案されるわけではない。特に，市販

される生産物の場合，市場のなかに同種または類似

種の生産物がすでに存在しており，それらを参考に

しながら基本構想が立案されるのが普通であろう。

したがって，すでに市販されている生産物にかんす

る情報を大量に保存し，簡易に検索することを可能

にする技術を導入すれば，新たに市販される生産物

にかんする基本構想の立案過程はより円滑に進むこ

とになる。また，基本構想を細部に至るまで正確に

（イメージ通りに）作成することを可能にする技術を

導入すれば，基本構想の立案過程だけでなく，その

伝達過程までがより円滑に進むことになる。これら

のことは，熟練解体のベースに載らない「頭の労働」

と目されがちな構想労働にも，機械化や自動化の可

能なステップが潜んでいることを物語るのである。

拙稿［２０１８・１９］（１）の２―１，拙稿［２０１８・１９］（２）の

「結語」の（２）・（３）も参照せよ。

８０）大内力は，多数の労働者が「一つの作業場」で働

くという条件を外した上で，協業を「一般的にいえ

ば複数の人間が協同をして労働する形である」と定

義している（大内［１９８１・８２］上，２８８頁）。そのた

めであろうが，現代資本主義では，企業規模の巨大

化とともに「一企業が多数の工場を支配し，工場間

にもある種の分業編成をつくる」という事例が多く

なるが，そうした事例も個別的分業の「一変種」と

見てよいと，実にあっさりと述べている（大内［１９８１・

８２］上，２９１頁）。

むろん本稿としては，ここで大内の述べている内

容自体は正しいと考える。しかし，マルクスの分業

論がかかる「一変種」の存在を許容しえない狭さを

もつ以上，問題はそうあっさりと片づけられるべき

ではないとも考える。問題は，多数の労働者が「一

つの作業場」で働くという条件を外したことで，資

本主義的生産を論じる上での枠組みがどこまで広

がったかという点にこそあろう。しかしこの点にか

んする限り，大内の議論は，「機械による生産，それ

を基礎とする工場制の成立によって資本主義ははじ

めて確立されることになる」という具合に，むしろ

マルクスの議論にも増して「機械制工場制生産」の

みを重要視する傾向を強く示している（大内［１９８１・

８２］上，２９７頁）。工場制を「基礎」として機械制が

成立すると考えるのであればまだしも，機械制を「基

礎」として工場制が成立すると考える以上，マニュ

ファクチュアは工場制生産ではなく，したがって資

本主義的生産でもないという結論にならざるをえな

い。問屋制家内工業についてはいわずもがなであろ

う。これでは，かえって資本主義的生産方法を論じ

る上での枠組みを狭めたことにしかならないのでは

ないか。

８１）三井［１９８４］は，大企業と社会的分業に近い取引

関係を結んでいる欧米の中小企業の自立性にたいし

て，大企業と個別的分業に近い下請関係を結んでい

る日本の中小企業の従属性を対置する論調を，社会

的分業を「理想化」するものとして批判している（１５５

―１５９頁）。三井［２００９］５６―５８頁も参照せよ。また，

日本の中小工業や下請制をめぐる学説の対立や変遷

については，熊澤［２０００］による要領を得た整理を

参照せよ。

８２）マルクスは，「古い型の家内工業」は「独立な都市

手工業と独立な農民経営，そしてなによりもまず労

働者家族の家を前提するものである」と述べている

（K .，�，S．４８５，〔２〕３９５頁）。もっとも，３つの前提の
なかで最も重視されているのが「労働者家族の家」

であることは，家内工業の理解にたいしてマイナス

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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の作用を及ぼしかねない。家内工業の従事者は，資

本家直営の作業場に集められさえしなければ，資本

家の指揮の下で働くことを免れうるかのような理解

が生まれるからである。

８３）もっとも宇野は，機械制大工業の発展とともに「い

わゆる中小工業（なお機械化されない小産業）」も増

加傾向をたどるという考え方を示している箇所もあ

る（宇野［１９５０・５２］１２７頁，括弧内は引用者）。こ

れは，宇野自身の「農業その他の残存中小工業」規

定よりも，むしろマルクスの「外業部」規定の方に

近い考え方であろう。宇野の用語法において，機械

制大工業の発展は資本主義の純化の同義語になって

いようが，自由主義段階の純化傾向の下で重商主義

段階以来の不純物が増加傾向をたどるという考え方

にはどう見ても無理があるからである。

なお坂本［１９６１］は，１９世紀後半におけるドイツ

の小工業にかんして，１８７０年以前の小工業は「未だ

全く産業資本に転化し得ない問屋或いは前期的商業

資本による外業部支配」の残存を示すものにすぎな

かったが，１８７０～９０年には「産業資本による外業部

支配」の発生を示すものに転化し，さらに１８９０～１９００

年には「独占資本による外業部支配」の発生を示す

ものに転化するというように，３つの段階にわたっ

て歴史的変質を重ねてきたという見方を示している

（４１―５９頁）。

８４）マルクスは第１２章でも，時計製造業における「分

散的製造」に従事する労働者を引き合いに出して，「自

宅でではあるが一人の資本家（製造業者，企業者

〔établisseur〕）のために労働するこれらの細部労働者

の地位は，自分自身の顧客のために労働する独立手

工業者の地位とはまったく違うものである」と述べ

ている（K .，�，S．３６３―３６４，〔２〕２０１頁）。
８５）この考え方にしたがうと，重商主義段階の後期に

おける問屋制家内工業ももはや「古い型の家内工業」

ではなく，近代的家内工業とともに「新しい型の家

内工業」のカテゴリーに属することになろう。

８６）付言すると，これらの結論は，宇野が「いわゆる

中小工業」の行く末にかんして示した結論とも大差

がない。先ほども紹介したように，宇野は機械制大

工業の発展とともに「いわゆる中小工業」も増加傾

向をたどるという注目すべき指摘を行っていたが，

それでも最終的には，かかる増加傾向はあくまで「実

際上」の話でしかなく，理論上は「一産業の機械化

は他の産業の機械化を促進する」と考えなければな

らないという結論にいき着いている（宇野［１９５０・

５２］１２７頁）。宇野の「いわゆる中小工業」は「なお

機械化されない小産業」のことを指していたから，「一

産業の機械化は他の産業の機械化を促進する」とい

うのは，機械制大工業の発展とともに「いわゆる中

小工業」は減少してゆき，やがて消滅するはずだ，

という考え方と変わらないのである。

８７）ブレーヴァマンは，問屋制や下請制といった生産

形態が１９世紀中葉以降になってもなおイギリスの多

くの産業分野で存続し，紡績工場の内部においてす

ら（内部請負制として）慣行化されていたことを指

摘する一方で，それらの生産形態は資本家がまだ労

働統制権を掌握していなかった段階における「過渡

的形態」であり，大局的に見れば「資本主義的生産

の全面的発展にそぐわないもの」にすぎないという

評価を下している（Braverman［１９７４］〔訳〕６６―６８頁）。

これは，マルクス経済学の多数派を代表する評価と

いってよいであろう。

８８）周知のように，重商主義段階における問屋制家内

工業については，マルクスと宇野とで大きく見解が

分かれている。しかし両者とも，問屋制家内工業は

自由主義段階に入るとただ衰退の一途を辿ったのに

たいして，マニュファクチュアは機械制大工業に転

化して発展を遂げたという考え方は共有している。

またそのために，両者とも，問屋制家内工業という

歴史的事例と問屋制生産の原理的構造とを明確に区

別していない。自由主義段階に入ってからもさまざ

まなかたちで問屋制生産が行われるという認識に立

つのであれば，さまざまな問屋制生産の事例から何

らかの共通原理を抽出しようとするアプローチが必

要になるであろうが，重商主義段階の下でしか，ま

た問屋制家内工業というかたちでしか問屋制生産が

行われないという認識に立つのであれば，かかるア

プローチは不要になる。問屋制生産の原理を知りた

いのであれば，経済原論をどれだけ繙いてみても無

駄であり，ただ問屋制生産の歴史を繙くしかない，

という話になるのである。

本稿の「はじめに」の（１）で紹介したように，宇

野は帝国主義段階の問屋制生産を「（重商主義段階の）

歴史的残滓」として説明している。まさにこの説明

は，宇野が重商主義段階の問屋制家内工業以外の問

屋制生産のかたちは存在しえないと考えていること

を物語っている。存在するはずのないものが現に存

在している不可解な状況を説明するためには，「残滓」
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というレトリックを用いる以外にないのである。拙

稿［２０２１・２２］（２）の３―３も参照せよ。

なお小幡［２０１６］は，宇野が段階論のなかで問屋

制生産を論じながらも，原理論のなかでは問屋制生

産を論じなかったことを，「宇野は歴史を直接理論に

反映させることに対してはきわめて慎重であった」

というように肯定的に評価している（１６６頁）。しか

し本稿としては，ここまでの説明から分かるように，

かかる評価に全面的に同意することはできかねる。

むしろ，宇野が原理論のなかで問屋制生産を論じな

かったのは，問屋制生産の原理と歴史とを明確に区

別できなかった──問屋制生産の歴史だけを捨象し

てその原理を残すことなどできない芸当であると考

えていた──ためではないか，というのが本稿の評

価である。

８９）この呼び方にしたがうと，「工場の外業部」や「マ

ニュファクチュアの外業部」に転化した家内工業の

ことは，それぞれ工場制家内工業やマニュファクチュ

ア制家内工業と呼ぶことができる。工場制生産に対

義語に当たるのが家内生産であるから，工場制家内

工業というのは語義矛盾のように聞こえるかもしれ

ないが，工場制生産の下請を行う家内工業のことを

指した用語としては成立するであろう。

９０）改めて考えてみると，機械制生産／手工業生産は，

どちらも狭義の作業方法にかんする区別に基づいた

用語であり，工場制生産／家内生産は，どちらも労

働場所にかんする区別に基づいた用語である。これ

にたいして，問屋制生産だけが，経営主体にかんす

る区別に基づいた用語になっている。問屋制生産の

割り込むスペースがなかなか見つからないのも，至

極当然の結果といえるであろう。

しかし，経営主体が誰であるかという論点は，少

なくとも資本主義的生産にかんする宇野の議論では，

二の次，三の次とされてきた。商人が経営しようと，

独立自営農民のヨーマンが経営しようと，工場経営

の下で行われるのは全て工場制生産であり，その工

場制生産の経営主体がかつて商人であったかどうか

は，たんなる個別的な産業資本家の「系譜」の問題

にすぎないというのが，宇野の議論の基調をなして

いたのである（宇野［１９４８］２５６―２５７頁）。この基調

は，工場経営者でなければ産業資本家とは呼べない

──したがって外製化によって工場経営の負担を軽

減することは，産業資本家が自分の使命を放棄する

ことに等しい──という議論へとつながるものであ

り，それはそれで問題を孕んでいる。ただいずれに

せよ，具体的な問屋商人の存在を強くイメージさせ

る問屋制生産という和語は，実のところ本稿のなか

で用いるのにあまり適した用語とはいえない。これ

に比べれば，Putting−Out Systemという英語や，Ver-

lagsindustrieという独語の方がずっと適切な用語にな

るであろう。このシステムの経営主体は，たんに Put-

ters−Outや Verlagerという抽象的な存在として規定

されるに止まるからである。岡田［２００１］１６頁も参

照せよ。

ただ以上のことは，経営主体が何をしているのか

という論点までを無視してよい理由にはならない。

本文で述べるように，問屋制生産の要をなすのは製

品の分散製造のステップであるが，このステップが

成立する条件を探るためには，問屋制生産の経営主

体が果たす役割に目を向けることが必要になる。問

屋商人が一括製造を編成する役割を果たさなかった

（あるいは果たせなかった）結果が分散製造なのであ

る，という一言でお茶を濁すわけにはいかないであ

ろう。

９１）これが定かでないのは，マルクスが「経営様式」

という用語を用いながら，「経営」の中身を明らかに

していないことに主たる理由がある。

おそらく「経営」の中身は，ごく代表的なものだ

けに絞っても，�生産方法の選択，�生産手段の調
達，�労働者の動員・雇用，�労務管理，�製品の
販売，という５つに分かれるであろう。このなかで，

マルクスが生産方法論のなかで詳しく論じたのは，

�と�だけである。むろんマルクスは，資本家が大
きな作業場のなかに多数の労働者を集めることが協

業のエッセンスをなす，という主張をくり返してい

るから，一見すると，�についての議論は尽くして
いるように見える。しかし実は，�を実行しようと
する資本家が直面せざるをえない問題，すなわち多

数の労働者の熟練度をいかにして評価するかという

問題について，マルクスは説明らしい説明を行って

いない。大量の原料をいかにして調達し，大量の製

品をいかにして販売するかという問題についても同

様である。つまり，�，�，�にかんして，マルク
スの議論は説明不足なのである。

そしてこのことは，問屋制生産にたいするマルク

スの関心を後退させる原因にもなっている。通説的

理解によると，問屋制生産はただ旧来の手工業生産

を温存・利用するだけであるから，�にかんしては

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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著しく消極的である。また，生産者による原料や製

品の横領を防ぎ切ることもできないから，�にかん
しても著しく消極的である。その代わり，流通過程

における問屋商人の支配的立場に強く依拠したから，

�，�，�にかんしては著しく積極的であり，その
ためにマニュファクチュアとも互角に渡り合うこと

が可能であったと考えられる。裏を返せば，マルク

スが詳しく論じた�と�にどれだけ着目しても，「経
営様式」としての問屋制生産の利点は一向に浮かび

上がってこないのである。

なお荒木［２００８］は，マルクスが『資本論』第１

巻第４篇第１１～１３章のなかで先駆的に論じたのは，

後にM. ウェーバーが「経営 Betrieb」と呼ぶことに

なる産業官僚制の問題であったという見方を示した

上で，この点でのマルクスの先駆性を肯定的に評価

している（１６―１８頁）。同様の見方を示したものとし

て，三戸［１９７３］２―２０頁，松本［１９７７］４５―４６頁も

参照せよ。また高良［１９８５］は，マルクスが生産様

式と呼んでいるのは労働様式と経営様式との特定の

対応関係（またはその関係に規定される経済的社会

構成体の特定の段階）のことであると指摘した上で，

経営様式の内容は「非直接生産者による生産活動の

規律づけ」ないし「労働と規律との人的関係」とし

て理解されるべきであるという見方を示している

（８５―８６頁）。これらの見方に基づくと，おそらく本稿

の理解とは逆に，�以外に着目することの意義はき
わめて否定的に評価されることになろう。

９２）拙稿［２０２１・２２］（２）の３―１を参照せよ。

もっとも，これら３つのステップのうち，（１）のス

テップの内容は必ずしも一義的ではない。まず，生

産手段が前貸しされるのは，厳密にいえば前貸制度

に基づく問屋制家内工業の場合だけである。それ以

外の問屋制生産の場合，生産手段は前貸しされると

いうよりも，むしろ有償・無償で支給されるといっ

た方が実情に即してはいよう。それに，前貸制度に

基づく問屋制家内工業の場合でも，道具以外の生産

手段は（余った原料などの返品を除いて）生産者に

使い切られることを前提にして引き渡されるのであ

り，返済約定に基づいて貸し付けられるわけではな

い。むしろその点でいえば，前貸制度の前貸制度た

る所以は，生産者に加工賃が前払いされることの方

に求められるべきかもしれない。たとえば S. マーグ

リンは，将来の労働力にたいする前貸賃金（前渡金）

こそが，「麻薬密売人がただで配るヘロイン見本のよ

うなもの」として作用し，資本家的前貸問屋への依

存関係を生産者に強いたという見解を述べている

（Marglin［１９７１］〔訳〕１１３―１１４頁）。ヒルファディン

グも，『金融資本論』の第１３章「資本主義的独占と商

業」のなかで，重商主義の時代の商人資本が「資本

主義的従属関係を創出する一重要手段たる信用」を

利用して旧手工業生産を従属させたという見解を述

べている（Hilferding［１９５５］〔訳〕３１８頁）。なお，

問屋商人から手工業者への高利での貨幣貸付につい

ては，染谷［１９６７］１１２―１１３頁，稲場［１９５５］３６―３８

頁も参照せよ。

ただいずれにせよ，生産手段が前貸しまたは支給

されるのは何故かといえば，（２）のステップを担当す

る生産者たち（家内労働者であれ中小工業であれ）

が，多くの場合，生産手段を自力でまとめて調達す

るだけの資金力に乏しかったり，遠方の原料市場に

自力でアクセスするだけの余裕に乏しかったりする

からである。したがって，もしも一定程度以上の資

金力がある生産者たちや，原料市場の比較的近くに

いる生産者たちが（２）のステップを担当する場合，

（１）のステップの内容が「生産手段の分散調達・投入」

へと１８０度変わることも起こりえよう。それでも，（１）

以外の２つのステップの組み合わせが変わらない限

り，問屋制生産の範疇に収まるものと考えてよい，

というのが本稿の立場である。むろん，問屋制生産

である以上，たとえ（１）のステップの内容が「生産

手段の分散調達・投入」に変わっても，生産物（中

間生産物・最終生産物）にかんする基本構想を立案

する主体までが変わるわけではない。それを立案す

るのは，あくまで（３）のステップを担当する主体で

あり，（２）のステップを担当する主体ではないのであ

る。

なお，前述の S. マーグリンは，資本主義的分業を

特徴づけるのは専門化による技術的効率性の優位よ

りも，むしろ資本家が生産者への優位を保持するた

めに行う「分割による統治」であるという斬新な観

点に立って，前貸問屋制の下での「細密な専門化」

を伴う分業では，資本家的前貸問屋が「労働者が仕

事上の秘密を学んだり，模倣したりするのを妨げる」

ことで技術革新の利得を占有したという見解を述べ

てもいる（Marglin［１９７１］〔訳〕１０４―１０６頁）。マー

グリンの強調する「分割による統治」の意義を軽視

しようとする意図は全くないが，こと問屋制生産に

かんする限り，マーグリンの理解は，問屋商人によ
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る孤立分散的な小生産者の収奪というステレオタイ

プを忠実になぞりすぎているのではないか。そうな

る一因といえるかもしれないが，マーグリンが述べ

る「生産者自身による生産の結合・組織化」は，実

質的に（２）以外のステップの存在を無視した議論に

なっているように思われる。

９３）拙稿［２０１８・１９］（１）６６頁も参照せよ。

９４）同じ理屈により，たとえ全ての労働者に同じマニュ

アルを配布しても，マニュアルを内面化する能力に

は個人差があるために，それだけで全員の労働のペ

ースが揃うという保証はない。しかし，全員の労働

のペースが揃うようになってはじめて，全員に実施

計画が共有されたといえるのである。

なお伊藤［１９８９］は，資本が設定・管理する構想

は，「個々の労働者に伝達されるとともに，労働者自

らの構想力によって彼自身の作業目的として主体的

に内面化されなければ実行されえない」と述べて，「構

想と実行との分離」という周知の命題を，あたかも

労働者自身の構想力が不要になるかのような意味に

解することのないように戒めている（５４頁）。伊藤

［１９８１］１６９頁も参照せよ。本稿のいう「労働者を内

面から動かしている実施計画」は，労働者自身が主

体的に「内面化」した作業目的の実施計画といいか

えることもできる。

ただ伊藤がいうように，構想力が「人類史のなか

でつちかわれてきた言語能力にも深くかかわってい

る」とすれば（５４頁），「言語能力」の水準が人によっ

て区々であるように，構想力の水準も労働者によっ

て区々であると考えられよう。したがって，たんに

資本が「個々の労働者」に構想を伝達しただけでは，

多数の労働者が「内面」の次元で一つの作業目的を

共有することには必ずしもならない。構想力が他人

よりも足りないために（あるいは構想力が働くまで

に他人よりも時間がかかるために），伝達された構想

をよく理解できないまま作業を行う労働者が何人か

現れると，集団全体の作業が行き詰まるおそれもあ

る。多数の労働者が「内面」の次元で一つの作業目

的を共有するためには，誰かの理解不足を他の誰か

がフォローするという一種の集団学習・集団指導の

体制が欠かせないのであり，結局のところ，やはり

「個々の労働者」どうしの意思疎通が必要になるので

ある。

なお鈴木［１９９９］は，初期の工場制において「助

手制度型」の（内部請負制的な）間接雇用が長期に

わたって存続しえた理由を，分業という契機だけで

は「各工程内部の作業における，労働者自身の計画

能力や構想能力という要素を，したがって熟練とい

う要素を排除できない」という点に求めている（１９２

頁）。

９５）この役割を担う誰かは，家内労働者と同等以上に

作業の技術的側面に明るい人間である必要はない。

相手が熟練した家内労働者であれば，ある作業場の

様子を伝えられただけでも，その作業場で共有され

ている実施計画の概要を推測することができるから

である。

９６）ただし，念のために断っておくが，この役割にお

ける問屋商人のイニシアティブを重視し過ぎるのは

禁物である。本稿の１―２で述べたように，実施計画

は生産過程のローカルな特性を反映したものになる

から，それを策定できるのは，各作業場における家

内労働者たち自身でしかありえない。しかも肝心な

のは，問屋商人から別の作業場についての情報を伝

えられた後で，その情報を自分たちの作業場でどの

ように活用するかという点であるが，この点での決

定権を握るのもやはり家内労働者たち自身でしかあ

りえない。これらの役割にかんして彼ら自身が主体

性を発揮しなければ，問屋制生産における協業は行

われようがない。問屋商人にできるのは，彼ら自身

に主体性を発揮させるための動機づけや方向づけま

でに止まる。したがって，問屋商人がメッセンジャ

ーになって作業場間の連絡を媒介することは，主体

性をもたない機械どうしを連結することと同じ要領

ではいかないのである。

９７）またこの説明だけでは，実施計画とは要するに生

産方法のいいかえにすぎないのではないか，という

疑問の余地も残るかもしれない。しかし直後の本文

で述べるように，実施計画は，ある生産物をどこで，

誰が，いつまでに，いくらの元手で生産するかといっ

た諸条件を総合的に含んでいるために，どうしても

ローカルな特性をもたざるをえない。これにたいし

て，原理論でいう生産方法とは，ある生産物をいか

なる労働編制で生産するかという条件しか含んでい

ないから，原理的な一般性をもっている。つまり，

協業・分業・機械制大工業という原理自体にローカ

ルな特性はないわけであるが，その反面，ある生産

物をたとえば分業の原理で生産することが決まって

いても，それだけでは生産を実行するのに全く足り

ない。この不足を埋めるための実行プログラムに当

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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たるものが，実施計画であると考えてもよいであろ

う。

９８）木村［２００６］は，マルクスが『資本論』の準備草

稿のなかで（Marx［１９７６］S．２９３―２９４，〔訳〕５１５頁），

機械制大工業では「多くの人々が同じことを行なう」

という単純協業こそが「主要原理」になると述べて

いることに着目した上で，機械制大工業における単

純協業は「一定の訓練をつめばだれにでも基本的に

分担可能となる」タイプの労働によって構成されて

おり，このタイプの労働を担う労働者は「流動性・

代替性をともなった発達」を有することになるとい

う見方を示している（２２―２５頁）。さらに木村は，か

かる労働者が「幅ひろい流動的な仕事経験やそこで

の多様な労働者との社会的接触の経験」を積むこと

で，「労働者の交流と相互理解，コミュニケーション」

が活性化され，単純協業の効果がいっそう強められ

る，というように議論を展開している（２６頁）。多分

に，現代のジョブ・ローテーションや QCサークル

の存在を意識した議論であろう。

本稿の注１３でも述べたが，木村自身の議論には，

本稿としても同意できる点が少なくない。しかし，

マルクスも機械制大工業における「労働者の交流と

相互理解，コミュニケーション」の意義を認めてい

たという木村の解釈には同意しがたい。マルクスに

は現代のジョブ・ローションや QCサークルの存在

など予見すべくもなかったと思われるが，同意しが

たい理由はそれとはまた別である。

「（一定の訓練をつめば）誰でも分担できる」とい

う意味での単純性と，「多くの人々が同じことを行な

う」という意味での単純性とは同義ではない。しか

しマルクスは，これら２通りの単純性を混同したた

めに，誰もが単純労働に従事する機械制大工業では，

誰もが「同じことを行なう」単純協業が復権する，

という見方に陥っているのではないか。この見方に

は，マルクスが協業論のなかで単純協業を説明する

際に，肉体労働による集団作業の事例ばかりを取り

上げたことの弊害が如実に現れていると思われる。

加えてマルクスは，直後の本文でも述べるように，「誰

でも担当できる」という意味での労働の単純性と，「誰

でも不時の解雇・転属の対象になりうる」という意

味での労働者の不安定性とを同一視している。この

不安定性は，「労働者の交流と相互理解，コミュニケ

ーション」を活性化するどころか，強く阻害する要

因にしかなりえないであろう。

９９）『資本論』の大工業論における機械化と自動化との

関係性については，拙稿［２０２０・２１］（１）の１―２を参

照せよ。

１００）解雇にかんしては確認するまでもないであろうが，

マルクスは転属にかんして，「工場の全運動が労働者

からではなく機械から出発するのだからこそ，労働

過程を中断することなしに絶えず人員交替を行なう

ことができる」とか，「単なる手伝いの仕事は，工場

では一部は機械によって代替できるものであり，あ

るいはまた，その非常な簡単さのために，この労苦

をしょわされた人員が短時間ごとに絶えず交替する

ことを可能にする」とかいった見方を示している（K .，

�，S．４４４，〔２〕３２８―３２９頁）。
１０１）見附［２０２０］は，マルクスの機械論の独自性を，

機械がたんに効率性の追求や生産性の上昇を実現す

る装置であるだけでなく，「階級間における権力の配

分に影響を与える社会的装置」でもあることを明ら

かにした点に求めている（３頁）。

１０２）田中［２００７］は，産業革命期のイギリス綿紡績業

で行われていたのは，ミュール紡績機を操作する一

人の紡績工と彼を補助する複数の糸継工とがチーム

（作業集団）として行う集団労働であり，「どんなに

紡績工個人の腕や糸継工個人の腕がよくても，同じ

作業集団でともに働く全員の連携関係が悪ければ，

作業集団全体の生産効率は上がらなかった」から，

チーム内の協力関係を良好に保つためにコミュニケ

ーションを密に取る必要があったことを指摘してい

る（１１４―１１７頁）。またこのように，作業集団全体の

生産効率が「紡績工や糸継工個々人の熟練というよ

りも，チームとしての熟練に依存していた」という

点から，機械化されたイギリス綿紡績業においてな

お間接雇用制が長く続いた理由を説明している（１２０

―１２３頁）。きわめて示唆に富んだ議論といえよう。本

稿の注６３も参照せよ。

１０３）マルクスが単純協業の事例として挙げた大勢の肉

体労働者による荷役は，外観上は機械制生産とまっ

たく似ていない。しかし，僅かなヒューマンエラー

が大きな事故を引き起こしかねないという事情はど

ちらにも共通するのであり，肉体労働者の代わりに

重機を用いて荷揚げをする場合でもかかる事情に変

化はない。そして事故を防止するためには，やはり

労働者どうしが事前の打ち合わせや途中の確認作業

をくり返すことが必要になる。

おそらく，現在のコロナ禍において製造業の現場
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が直面している困難の一つは，工場内での３密を避

ける必要から，かかる打ち合わせや確認作業の回数

を減らさざるをえないことにあろう。さらに，工場

内での人流を抑制する必要から，工程間における労

働者の移動にも制約がかからざるをえない。これら

の困難は，協業のあり方を大きく変容させる要因に

なりうるのである。

１０４）とすれば，賞罰制度の具体的な内容はさまざまで

あっても，賞罰制度が生まれる背景はそれほど多様

ではなく，ある程度まで原理論でも説けるような一

般性を含んでいるのではないか，という考え方が成

り立つであろう。

なお K. アローは，ある個人が権威に従うのは「他

の人々もそれに従うだろうと期待する」ことに主た

る理由があり，かかる「期待の収束」が成り立たな

い状況の下では，どれほど権威を強制しても十分な

効果は上がらないと述べた上で，組織のメンバーを

権威に服従させるためには「雇用と馘首」という制

裁手段を用いるだけで足りるという見方に疑義を呈

している（Arrow［１９７４］〔訳〕８５頁）。川村［２００４］６３―

６４頁も参照せよ。

１０５）菅原［１９９８］は，原理論では機械制大工業の下に

おける労働の単純化が前提となるから，「生産技術に

規定された企業内熟練の形成」は説けないが，単純

労働といえども「全く何の訓練をも必要としない物

理的に単調な労働」というわけではなく，「資本によ

る短期の訓練によって労働者に容易に労働内容を習

得させることが可能な労働」であるから，労働者の

訓練に要するコストが資本の部門間移動を制約する

一要因になることは説けるという見方を示している

（１０２頁）。

１０６）A. フリードマンは，親企業が下請企業との関係を

維持しようとするのは，自企業の内部で中心労働者

と周辺労働者とを分断することが難しいからであり，

不況時に下請企業の締め上げが行われるのも，親企

業における雇用保障を守るという目的のためである

と指摘している（Friedman［１９７７］PP．１１５―１１６）。

これにたいして鈴木［２００１］は，たとえ親企業の内

部で中心労働者と周辺労働者とを分断することがで

きたとしても，「労働者の階層化は多重的におこなわ

れるほうが効果的である」から，やはり下請関係は

維持される可能性があり，その場合の労働者は，親

企業内の中心労働者，親企業内の周辺労働者，下請

企業内の中心労働者，下請企業内の周辺労働者とい

う４つのグループに分断されるという見方を対置し

ている（１７６―１７８頁）。

１０７）宇野［１９７１］は，１９世紀３０～４０年代におけるドイ

ツの資本主義化について，「当時の資本主義化がまず

第一に衣料品工業，特に機械的綿工業の輸入に始ま

ることはいうまでもない」という説明を行っている

（１４４頁）。

１０８）生産されるのが無体のサービス商品である場合も，

その生産に用いられる生産手段には有体の商品が含

まれるのが常である。

１０９）ただそう考えると，本源的蓄積論を含めた従来の

資本蓄積論の内容については再考すべき点が出てこ

よう。

資本蓄積を進める上では，商品増産の速度に合わ

せて原料供給市場や商品販売市場を拡張することが

重要な課題となるはずであるが，従来の資本蓄積論

ではこの課題の重要性が十分に踏まえられていると

はいえない。また，資本蓄積論に先行する生産方法

論では，生産方法が発展するにつれて作業場はおの

ずから拡張するという一般的傾向が説かれるが，こ

の傾向の下で生じる蓄積条件の変化についても，従

来の資本蓄積論では十分な説明がなされているとは

いえない。原料供給市場の拡張にせよ，商品販売市

場の拡張にせよ，商品生産の作業場の拡張と同様，

資本蓄積を進める上での空間的制約という問題と結

びつくはずであるが，その結びつきははっきりと論

点化されていないのである。おそらくその根因は，

従来の資本蓄積論の問題関心が，もっぱら労働市場

の拡張（またはその拡張の限界）という論点だけに

偏っていたことにあろう。

１１０）かかるケースの歴史的実例としては，蒸気機関の

多目的利用や，木綿紡績工場の梳毛毛織物工場への

改装などが挙げられよう。拙稿［２０２１・２２］（１）８４頁

を参照せよ。

１１１）マルクスは『資本論』の「機械と大工業」章のな

かで，原動機は「蒸気機関や熱機関や電磁気機関な

どのように，それ自身の動力を生みだすこともあれ

ば，また，水車が落水から，風車が風からというよ

うに，外部の既成の自然力から原動力を受け取るこ

ともある」と述べている（K .，�，S．３９３，〔２〕２４８頁）。
述べられている内容自体はむろん誤りではないが，

「外部の既成の自然力から原動力を受け取ること」が

いつでもどこでも可能であるとはいえない点に，水

車や風車のようなタイプの原動機の致命的欠陥があ

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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ることは述べられていない。もっとも，「外部の既成

の自然力から原動力を受け取ること」が可能であっ

た場合に限っていえば，このタイプの原動機が「蒸

気機関や熱機関や電磁気機関など」よりもコスト面

で優位に立つことはありえよう。

なお，マルクスのMaschineとMaschinerieという

２つの用語の区別に基づいて，Maschinerieの社会経

済的影響が拡大する産業革命期においては，作業機

ではなく原動機こそが主導的な役割を果たすと考え

る立場を紹介したものとして，市川［２０２０］２０２―２０４

頁を参照せよ。

１１２）この点に関連しようが，P. デーヨンは，問屋制家

内工業の下で織布工による綿糸の着服・横領を防ぐ

ことが難しかった一つの背景には，綿糸が湿度によっ

て目方が変わってくるという事情があったことを指

摘している（Deyon［１９８１］〔訳〕１０頁）。工場は，

むろん湿度だけでなく，気温や気圧などが一定に保

たれた密閉空間なのである。拙稿［２０２１・２２］（１）の

注２１を参照せよ。

１１３）今林［２０１９］によれば，１９世紀後半におけるマン

チェスター周辺の綿紡績工場は，まず５～７階建て

の本工場が建てられ，それに隣接して蒸気機関諸施

設（ボイラー室・機関室など）のある付属建物が建

てられるという設計が典型的であったという（８頁）。

当時のイギリス綿工業に普及していた作業機は自動

ミュール紡績機であろうが，何であれ用いられる機

械が同じであれば，それを用いることに特化した本

工場の内部構造もおのずから似通った設計になると

考えられよう。

１１４）この場合，問屋制生産の（２）のステップは，さま

ざまな地域の作業場を活用する側の資本から見ると，

製品の分散製造・外製化，になる。これにたいして，

工場制生産の（２）のステップは，さまざまな地域に

標準施設を増設する側の資本から見ると，製品の一

括製造・内製化，になる。

１１５）その意味において，生産拠点の広域化は，限られ

た空間の占用権をめぐる陣取り合戦のような様相を

帯びやすい。帝国主義段階における中心国の植民地

支配は，かかる陣取り合戦のリスクを縮減するため

の措置であったとも考えられよう。ただ，植民地獲

得競争もある段階まで達すると，他の中心国から植

民地を奪取・奪還しようとするモードに切り替わる

から，むしろ陣取り合戦のリスクを深甚化させかね

ない。生産拠点の広域化に出遅れた資本は，先に築

かれた他資本の生産拠点を打ち壊すことを余儀なく

されるのである。

１１６）この考え方は，おそらく工場制度にかんする A.

ユアの理解を大筋で継承するものであろう。ユアは

工場制度（Factory System）を，「一つの中心力によっ

て継続的に活動させられる生産的機械の一体系（sys-

tem）を，弛みない熟練をもって見張っているところ

の成年・未成年の労働者の協同作業」と定義した上

で，「この定義は，そのなかで機械装置が一つにつな

がっていないか，もしくは，一つの原動機に依存し

ていないような組織を排除する」という注釈を加え，

かかる「組織」の事例として鉄工場，染色工場，石

鹸工場，真鍮鋳造工場などを挙げている（Ure［１８３５］

p．１３）。なお，上引の訳文は，上野［１９６５］２０３頁に

よった。

１１７）大内は，針という道具を操作する機構を内包して

いる点で，ミシンは「まがうことなきミシン（いう

までもなくそれはマシーンの日本訛りである）なの

である」と述べている（大内［１９８１・８２］上，２９５頁，

括弧内は原著者）。

１１８）ピオリ＆セーブルは，「マルクスは職人の道具を

定義して，使用者に反応し，その生産能力を高める

器具だとしているが，コンピュータはまさにこの定

義に合致している」と述べている（Piore & Sabel

［１９８４］〔訳〕３３４頁）。また大内は，機械技術の発達

とともに機械の軽量化・小型化も進むものとした上

で，帝国主義段階において「家族的小経営を含めた

中小零細企業」の残存傾向ないし増加傾向が顕著に

なってきたのは，１９世紀後半以降になってモーター

や内燃発動機などの「小型の動力機」の開発が進ん

だことに一因があると指摘している（大内［１９８１・

８２］上，２９８頁）。

１１９）マルクスは『資本論』第２巻第１篇第６章「流通

費」のなかで，「一つの過程の生産物が生産手段とし

て別の過程に移って行ける速さは，運輸交通機関の

発展に依存する」ために，運輸費が安く済めばそれ

だけ原料在庫を減らすことが可能になるという見方

を示している（K .，�，S．１４４，〔４〕２３５頁）。ほぼ同じ趣
旨の見方が，『資本論』第１巻の分業論のなかでも示

されている。マルクスによれば，東インドの人口密

度の高いいくつかの地方では，１８６１年以来の綿花需

要の増大を受けて綿花生産が拡張されたが，その際

に米穀生産が犠牲にされて部分的な飢饉が発生した

のは何故かといえば，「交通機関の不十分，したがっ
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て自然的関連の不十分のために，一地方の米の不足

を他の諸地方からの供給で補うことができなかった

からである」という（K .，�，S．３７３，〔２〕２１７―２１８頁）。
奇しくもコロナ禍の現在，世界的なコンテナ不足の

ために，物流業界が同様の「交通手段の不十分」に

見舞われていることは印象深い。

１２０）マルクスは『資本論』第２巻第１篇第１章「貨幣

資本の循環」のなかで，交通業について「それは商

品や人間のための本来の運輸業であることもあれば，

単に報道や書信や電信などの伝達であることもある」

という定義を与えている（K .，�，S．６０，〔４〕９７―９８頁）。
もっとも，この定義に続いて行われる議論では，もっ

ぱら運輸業のことしか扱っていない。なお，『資本論』

第３巻第４篇第１８章「商人資本の回転・価格」では，

「流通に投ぜられるすべての資本」の具体例として，

「水運や鉄道や電信など」への投下資本が挙げられて

いる（K .，�，S．３２２，〔６〕５０６頁）。しかしこれらの投下
資本は，やはり「流通」ではなく「交通」に投ぜら

れる資本として理解すべきであろう。

１２１）マルクスは，２つ前の注１１９で引いた東インドの

事例にかんする記述が出てくる直前の箇所で，社会

的分業のためには一定の人口の大きさと人口密度と

が必要になり，その意味では「人口の密度が同じ作

業場のなかでの密集に代わる」という一般論を述べ

た上で，さらに立ち入って，この場合の人口密度は

相対的な意味をもっており，「人口が相対的に稀薄で

も交通機関が発達している国は，人口はもっと多い

が交通機関が発達していない国に比べれば人口密度

が高い」という説明を行っている（K .，�，S．３７３，〔２〕
２１７頁）。

おそらくこの説明では，交通機関といっても，物

資や労働力を輸送するための物流手段の発達のこと

だけが念頭に置かれていようが，社会的分業のため

には通信手段の一定の発達度が必要になることも看

過すべきではないであろう。遠くの労働市場から労

働者を集めるためには，まず遠くの労働市場まで求

人・募集情報を届けることが必要になる。これまで

マルクス経済学では，フォーゲルフライな単純労働

者という想定が多用されてきたが，この想定が成り

立つかどうかは，交通手段＝物流・通信手段のあり

方にも強く依存するのである。

１２２）拙稿［２０２１・２２］（２）の４―２を参照せよ。

１２３）拙稿［２０２１・２２］（２）でも論じたが，資本主義の各

発展段階における基軸産業・支配的資本・支配的生

産方法を一種類に限定するという宇野の段階論の方

法自体に，資本主義の歴史的発展を論じる上での決

定的な限界が潜んでいると思われる（１０１―１０３頁，１１２―

１１３頁）。たとえ「産業資本としてのイギリス綿工業」

に焦点を絞ったとしても，綿工業にたいして機械を

提供する機械製造業や，原料綿花を提供する綿花栽

培業，あるいは綿工業から綿糸を供給される衣料製

造業などの存在を視野の外に置くわけにはいかない

であろう。これらの関連産業に目を向けるだけでも，

支配的生産方法を一種類に限定することの無理は表

面化するはずである。

なお外池［１９５６］は，産業革命期のイギリスの産

業化が木綿工業を中心として進んだことは確かであ

るが，「英国産業化の特質を浮彫にするためには，木

綿工業の背後にあって，その生産力増大を支えた生

産財生産部門の成長をとらえることが必要であろう」

という観点に立って（外池［１９５９］１５３頁），産業革

命期のイギリス鉄工業における生産技術や経営形態

の変化を分析している（２３１―２３８頁）。さらに外池

［１９５９］では，ノッティンガム地帯におけるメリヤス

工業，シェフィールド地帯における刃物工業，バー

ミンガムおよびブラック・カントリー地帯における

金属製品製造業が取り上げられて，これらの諸産業

において小工業の果たした役割が詳しく紹介されて

いる（１８０―２１７頁）。

１２４）おそらく，この共通点が見落とされがちであった

一つの理由は，「極めて高度の大工業」と機械制大工

業との共通点の方が遥かに目立ちやすいことにあろ

う。むろん両工業をめぐっては，資本規模の違いや，

資金動員方法・経営支配機構のあり方の違いなどが

さまざまに論じられてきた。しかし，それらの違い

が論点になるのも，両工業の間に「大工業（機械経

営の大工業）」という根本的な共通点があることが前

提された上での話である。

なお小幡［２０１４］は，本稿のように問屋商人の存

在に着目しているわけでは全くないが，重商主義段

階イギリスの羊毛工業は先発地域であるオランダや

フランドル地方から「輸入」された一面をもつから，

先発国イギリスから「輸入」された帝国主義段階ド

イツの衣料品工業と「同じ位相」に立っており，か

かる両工業の共通点をつうじて「ドイツ帝国主義は

イギリス重商主義にオーバーラップしてくる」とい

う見方を示している（２３６―２３７頁）。重商主義段階イ

ギリスの羊毛工業と帝国主義段階ドイツの「極めて

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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高度の大工業」との共通点に着目する本稿の見方と

は，一部で交わり，一部ですれ違う見方である。こ

の見方に基づいて小幡が提起している「多重起源＝

プレート交替」説については，いずれ本格的な検討

を行いたい。

１２５）本稿の注９１でも指摘したが，マルクスは生産方法

論のなかで「経営様式」という用語を多用しつつも，

流通過程（機械製造業者からの機械の調達も含めて）

にかかわる経営のことはほとんど不問に付している。

拙稿［２０２１・２１］（１）の２―２を参照せよ。

１２６）山中［１９４８］は，大小工業（大小工業の競争淘汰）

という問題が最初に広く発生したのは，１８４０年代に

手工業が暗黒時代を迎えたイギリスであったが，そ

の時点ではこの問題は過渡的なものとしてしか扱わ

れなかったために，この問題にかんする本格的な議

論がドイツで開始されるまでには半世紀近くのタイ

ムラグが生じたという見方を示している（４４頁）。坂

本［１９６１］２９―３２頁も参照せよ。

１２７）北原［１９５７］は，従来のマルクス経済学が資本の

集積・集中の傾向ばかりを一面的に強調してきたた

めに，中小企業問題を「日本資本主義のもつ前期性」

に直結させる風潮が強かったことを批判した上で（６４

頁），資本主義にかんする一般理論的な観点に立って

も，資本の集積・集中の傾向は「小資本を執拗に残

存させ，また新たな小資本分野（たとえば消費資料

の最終加工部門，奢侈品，特殊部品，大工場の補助

的部門など）をたえず生みだすという反対傾向（資

本の分裂・分散の傾向）」と交錯しながら貫徹される

ものとして理解されなければならないと述べている

（７６―７７頁，括弧内は引用者）。

１２８）周知のように宇野は，１９世紀末から２０世紀初めに

かけてのドイツ産業について，「ほとんどあらゆる部

面に，種々なる内容をもった，概して原料品産業に

より強固なる，完成品産業によりルーズなるカルテ

ルの形成を見た」という見解を示している（宇野

［１９７１］１８４頁）。

１２９）本稿の「はじめに」の（１）でも引用したが，宇野

は，理論的には「一産業の機械化は他の産業の機械

化を促進する」と考えられるが，実際には「なお機

械化されない産業」が多分に残されると述べた上で，

そうなる理由を，「機械的大工業の発展による資本の

増加は，かかる小産業の生産物の需要を増進し，い

わゆる中小工業を増加せしめもする」と説明してい

る（宇野［１９５０・５２］１２７頁）。後半の説明は，たん

なる事実の指摘に止まっているとはいえ，中小工業

にたいして「残存中小工業」よりも積極的な存在意

義を認めている点では注目されてよい。「残存」して

いるにすぎないものが「増加」するというのは，ど

う考えても理屈に合わないであろう。

ただ問題は，「なお機械化されない産業」という規

定の仕方にある。この規定は，いまは「なお機械化

されない」ものの，やがては機械化されるはずの産

業である，という意味にも解釈できる。しかしそう

解釈すると，機械制大工業と中小工業との違いは，

たんなる機械化のスピードの違いに解消されてしま

う。「資本主義も，あらゆる産業の機械化を一挙に実

現するものではない」というだけの（宇野［１９６４］

５６頁），ありきたりな一般論に終わってしまうのであ

る。

１３０）もとより，帝国主義段階の支配的資本とされる金

融資本も，銀行資本と癒着した産業資本のことを指

しているから，その存立基盤は工業分野には止まら

ない広がりをもっている。しかし，この段階の典型

国ドイツにおける金融資本が，脱工業化の進路から

は程遠い重工業化の進路をとっていたことは明らか

であろう。この段階のイギリスにおける金融化も，

諸外国における鉄道事業などへの海外投資の増大に

基づいていたから，今日的な意味での金融化（脱産

業金融化）とは別ものである。
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京経大学会誌・経済学』第２０７号．

樋口徹［１９８２］「宇野弘蔵氏の資本主義発生発展の理論

について──商人資本の歴史的役割の問題──」

福島大学『商学論集』第５１巻第２号．

日高普［１９８３］『経済原論』有斐閣．

百田義治［１９９１］「内部請負制度の管理史的意義につい

て──『熟練依存型間接管理制度』の特質と管理

制度変遷の規定要因を巡って──」『駒澤大学経済

学論集』第２３巻第３号．

藤井史朗［１９９０］「労働―協業形態と社会的労働能力に

関する類型論的考察──K. マルクス『資本論』第

１巻における協業・分業把握の検討を介して──」

（上）・（下），『札幌学院大学人文学会紀要』第４７号・

労働・協業・分業のトリアーデを読み解く（２）
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第４８号．

堀江英一［１９４２］「近世絹織業の生産構造──「分散的

マニュファクチュア」の形成──」京都大学『経

済論叢』第５５巻第４号．

堀江英一［１９４８］『近代産業史研究』京都経済学会研究

叢書，日本評論社．

松本千鶴子［１９７７］「『労働者支配』の潮流──マルク

ス・ウェーバー・自主管理──」『三田商学研究』

第２０巻第１号．

三井逸友［１９８４］「今日の下請制をめぐる若干の論点に

かんするノート」上，『駒澤大学経済学論集』第１６

巻第２号．

三井逸友［２００９］「『社会的分業』と中小企業の存立を

めぐる研究序説」慶應義塾大学『三田学会雑誌』

第１０１巻第４号．

見附陽介［２０２０］「機械と権力をめぐる社会思想的考察

──蒸気機関から AIまで──」『北海商科大学論

集』第９巻第１号．

三戸公［１９７３］「産業における官僚制──マルクスの所

論を中心として──」『立教経済学研究』第２７巻第

１号．

村田和彦［１９９２］「工場生産の発展と人間労働の変質──

中岡哲郎氏の諸論を中心として──」『一橋大学研

究年報・商学研究』第３１巻．

村田和博［２０１１］「A. スミスと C. バベッジの分業論」『埼

玉学園大学紀要（経営学部篇）』第１１号．

森田成也［２０１９］『新編・マルクス経済学再入門──商

品・貨幣から独占資本まで──』上巻・下巻，社

会評論社．

矢口孝次郎［１９５５］「マニュファクチュア範疇について」

『関西大学経済論集』創立７０周年特集号．

安田均［２０１８］「労働組織と労働の多様性」『山形大学

人文社会科学部研究年報』第１５号．

山口重克［１９８５］『経済原論講義』東京大学出版会．

山口重克［１９８７］『価値論の射程』東京大学出版会．

山中篤太郎［１９４８］『中小工業の本質と展開──国民経

済構造矛盾の一研究──』有斐閣．

山本二三丸［１９８６］「協業の経済学的考察」『立教経済

学研究』第４０巻第２号．

吉田文和［１９８７］『マルクス機械論の形成』北海道大学

図書刊行会．

渡辺恵一［１９８２］「A. スミスの分業論とマルクス──『国

富論』冒頭３章の論理的構成──」『京都学園大学

論集』第１１巻第１号．
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